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豊岡市障害者計画（Ｈ30.3） 

施策名 

（所管課及び関係団体） 

施策内容 今年度事業実績 課題 来年度取組み方針 

（１）「自己実現できる」まちづくり 

 ①教育の充実 

  学校施設、設備の改善 

（教育総務課） 

学校園において、障害のある児童、

生徒が不自由さを感じないよう、障

害のある人や保護者の意見を聞き、

施設、設備のバリアフリー化を進め

ます。 

小野小学校 プール改築（スロープ設置、多目的トイレ設置） 

小野小学校 昇降口前スロープ設置 

ほとんどの学校園が、バリアフリー法施行前に

建築された古い施設であり、バリアフリー化を

考慮していないため、改修が困難である。 

豊岡北中学校 体育館トイレ改修 

 学校教育等の充実 

（こども育成課） 

障害のある児童、生徒、また、ＬＤ、

ＡＤＨＤ、高機能自閉症など、生活や

学習に何らかの支援を必要とする発

達障害のある児童、生徒に対し、一人

ひとりの障害の状態やその特性に応

じた指導の充実を図るとともに、教

育介助員を配置するなど生活や学習

の支援を行います。 

 また、保育所、幼稚園、認定こども

園などにおいても、児童一人ひとり

の障害の状態やその特性に応じた教

育、保育の充実を図ります。 

（1）保育所・認定こども園 

 公立保育所・認定こども園の軽度障害児３人に１人、中度以上

障害児２人に１人の基準で保育士を加配することとしている。 

 30 年１月１日現在の状況として、軽度障害児 10 人に対し、４

人保育士を加配した。 

（2）幼稚園  

 公立幼稚園への介助員の配置 29 年度→４園に介助員を各１

人加配した。 

増加する保育ニーズに対応するための保育

士不足が問題となっている中で、障害児への対

応のため通常保育の基準配置に加えてさらに

追加配置する保育士や介助員の確保が大きな

課題となっている。 

（1）保育所・認定こども園 

 公立保育所及び認定こども園は、軽度障

害児３人に１人、中度以上障害児２人に１

人の基準で保育士を加配する。 

 私立保育所及び認定こども園は、公立園

の加配基準に準じ補助金を交付する。 

（2）幼稚園  

 公立幼稚園への介助員の配置を行う。 

 学校教育等の充実 

（こども教育課） 

 ・各校における、特別支援教育コーディネーターの複数配置を行

った。 

・介助員、スクールアシスタントの配置と支援の充実を行った。    

 市内幼稚園・小･中学校内に 25 校園 43 名配置 

･学校生活支援教員（通級指導担当者）の配置と通級指導の実施 

 5 名の配置 市内小･中学生 106 名の通級指導を実施 

特別な支援を要する児童･生徒が増加すると

ともに、対象児童･生徒の実態・その支援等は

多様化・複雑化している。そのため、さらなる

人的配置が望まれ、また、全ての教職員の専門

性の向上が必要である。 

・特別支援教育コーディネーターの複数配

置の推進と特別支援教育の充実 

・介助員、スクールアシスタントの配置と

支援の充実   

･学校生活支援教員（通級指導担当者）の配

置と通級指導の実施 

（※本年度同様の取組みである。） 

 サポートファイルの活

用 

（こども教育課） 

発達障害のある児童など、何らか

の支援を必要とする児童、生徒を対

象に、サポートファイルを活用した

支援を行います。 

また、保護者や関係機関への周知

を図るとともに、サポートファイル

が就労期までつながる支援ツールと

して活用されるよう、高等学校を含

め、各関係機関の情報共有と連携強

化を図ります。 

・関係課と連携し、サポートファイル新規作成者の在籍校へ、サ

ポートファイルの引渡しを行った。 

・関係課と連携し、サポートファイルの活用や作成について、特

別支援教育コーディネーター（参加希望者）を対象に説明会を実

施した。（1月 12 日 参加 19名） 

・関係機関と連携し、サポートファイル作成児在籍の小学校と、

対象児童の実態や支援の方法を引き継いだ。 

・サポートファイルの活用についての認知や

活用について、教職員間、学校間での認識に差

がある。 

・サポートファイル作成時期について、学校･

保護者のニーズを把握し、検討する必要がある

ように感じる。 

・サポートファイルについて、高等学校等の周

知が進んではきているものの、活用に当たって

は十分でないように感じる。 

・関係課と連携し、サポートファイル新規

作成者の在籍校への、サポートファイルの

引渡し。 

・関係課と連携し、サポートファイルの活

用や作成についての説明会の開催。 

・関係機関と連携し、サポートファイル作

成児在籍の小学校との引き継ぎの実施。 

 サポートファイルの活

用 

（こども育成課） 

 サポートファイル作成・記入にかかる説明会を実施 園で作成したサポートファイルの小学校への

確実な引継ぎ 

継続予定としている。 

 サポートファイルの活

用 

（社会福祉課） 

 ①サポートファイルの管理依頼を行った。 

・新規作成 63 名 

・進学に伴う引継ぎ 52 名 

高等学校へのサポートファイルの周知及び

フォローアップが必要である 

 

①サポートファイルの管理依頼を行う 

・新規作成者及び進学に伴う引継ぎ者 

②サポートファイルの周知及び適切な運用
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施策名 

（所管課及び関係団体） 

施策内容 今年度事業実績 課題 来年度取組み方針 

（内訳）小学校から中学校へ 34 名、中学校から高等学校へ 18 名 

②サポートファイルの周知及び適切な運用を各校に依頼 

・教育支援計画、発達支援記録の作成及び保護者への確認の徹底 

③発達障害児等支援連絡会議の開催（平成 29 年８、12 月、平成

30 年 2 月） 

・高等学校卒業時のサポートファイルの活用について協議を行っ

た。 

④平成 29年度サポートファイル作成申込受付  

高等学校卒業時、卒業後のファイルの活用に

ついて検討が必要である。 

 

サポートファイルの作成は進んできたが、フ

ァイルの活用について学校及び保護者への周

知が必要である。 

を各校に依頼 

・教育支援計画、発達支援記録の作成及び

保護者への確認の徹底 

③発達障害児等支援連絡会議の開催 

・関係機関の連携、情報共有を行う 

・高等学校卒業時、卒業後のファイルの活

用について検討する 

④平成30年度サポートファイル作成申込受

付  

 教職員の資質の向上と

校内支援体制の充実 

（こども教育課） 

各種研修会、教育相談などを通じ

て、障害に対応する教育方法の検討

協議を行い、教職員の資質の向上に

努めます。   

また、障害のある児童、生徒に対し

ての理解を深め、専門的な指導、支援

ができるよう、校内支援体制の充実

と関係機関との連携強化を図りま

す。 

・特別支援教育コーディネーター研修会の実施 （6/26 参加 91

名 2/22 参加 91 名） 

・スクールアシスタント、介助員研修会の実施 （6/26 参加 44

名 12/25 参加 44名）  

･特別支援学級担任研修会の実施 （8/22 参加57名 10/18 参

加 57名）（7/28 参加 204 名） 

・選択制研修講座（特別支援教育について）小･中学校教職員希望

者対象（7/28 参加 204 名）  

・学校生活支援教員担当者会 月 1回実施 

・豊岡市教育相談会 8回実施（夏季休業中）参加 27名 

 ・特別支援教育コーディネーター研修会の

実施 

・スクールアシスタント、介助員研修会の

実施 

・特別支援学級担任研修会の実施 

・特別支援教育研修会の実施 

・学校生活支援教員担当者研修会の実施 

・豊岡市教育相談会の実施 

※今年度と同様の取組み（内容や方法等を

検討し開催） 

 児童、生徒間の交流拡大 

（こども教育課） 

障害の有無にかかわらず児童、生

徒がお互いの理解を深めるために、

県立特別支援学校と地域の学校など

との交流の機会の充実に努めます。

また、障害のある児童、生徒が障害の

ない児童、生徒とともに教育が受け

られるよう、努めます。 

･県立特別支援学校との交流及び要請による居住地交流実施 

・特別支援学級と通常学級との交流の実施 （各校において）     

・市内特別支援学級児童生徒の交流会の実施 

･交流のねらいを明確にし、教育課程や年間指

導計画等に位置づけ、より計画的・組織的・継

続的に推進していくことが必要である。 

・県立特別支援学校との交流については、学校

の所在地との距離や授業時間数などの関係で、

十分に取組めていない実態がある。 

・ねらいを明確にした交流及び共同学習の

実施 

・市内特別支援学級児童生徒同士の交流の

実施 

・県立特別支援学校との交流の推進 

 児童、生徒間の交流拡大 

（こども育成課） 

 八条認定こども園３歳児３５名程度と豊岡聴覚特別支援学校

幼稚部の３～５歳児４名程度が、（７，８，２月を除く）年間８回

程度、遊び等を通して交流する。 

 八条認定こども園園児は交流事業を通して、相手の立場を考え

た態度や行動を経験する良い機会となっている。 

 継続予定としている。 

 児童、生徒間の交流拡大 

（社会福祉課） 

  

平成 30 年１月末現在「保育所等訪問支援」支給決定者数 176 名 

平成 29 年３月～平成 29年 12 月 利用件数 110 件 

・保育所等訪問支援については実施機関が一

事業所のみであるため、ニーズがあってもすべ

てに対応できない(学期に１回～１年に１回

等) 

引き続き、保育所等を利用中の障害児が、

障害児以外の児童との集団生活へ適応する

ため、保育所等において専門的な支援を必

要とする場合に「保育所等訪問支援」を提供

する。 

 放課後等の支援の充実 

（社会福祉課） 

障害のある児童、生徒の特性に応

じて、医療、福祉、学校、地域と連携

し、地域における総合的な支援に努

めます。中でも、保育所、放課後児童

クラブとの調整や放課後等デイサー

ビス、日中一時支援事業の充実によ

り、児童の健全な育成に努めます。 

相談支援事業所において、放課後等デイサービスのほか、放課

後児童クラブや日中一時支援事業など、それぞれの利用者に合わ

せた計画を作成し、調整している。 

 

 北但広域療育センターの放課後等デイサービスについて、平成

30 年 4 月から旧奈佐幼稚園に場所を移し、定員を 5 人から 10 人

に増加。 

・地域的に事業所から遠く、送迎の都合がつか

ずに利用ができない方も少なくない。 

・放課後児童クラブも、学校から距離があると

ころでは、身辺自立ができていても移動に難の

ある児(交通ルールの理解や危険認識が弱い

等)が利用できないケースもあると聞く。 

・サービス利用によらない、地域活動への参

加、受け入れについても理解や協力が必要。 

・引き続き関係機関と連携し、相談支援体

制を充実し、障害児への適切なサービス提

供を行う。 

・相談支援事業所と連携し、個々の特性や

生活状況に応じた支援について調整する。 
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施策名 

（所管課及び関係団体） 

施策内容 今年度事業実績 課題 来年度取組み方針 

・放課後等デイサービスについては、長期休暇

中にサービスの利用も希望が集中するため、ニ

ーズにあった利用ができない場合がある。 

 放課後等の支援の充実 

（こども育成課） 

 放課後児童クラブでの障害児の受入れ人数・・・４３人（２０ク

ラブ） 

放課後児童クラブは、専用の施設を持たず幼

稚園や小学校の空きスペースを利用して運営

しているところがほとんどであるため、障害を

持つ児の特性に対応する環境が十分整ってい

ない（クールダウンする部屋等）。また、職員に

ついても対応できるスキル、知識等を持つ者を

それぞれに配置できる体制にない状況である。 

児童クラブは、放課後等に異年齢で集団

生活をする場所であるため、児童を受け入

れるにあたって、児童の特性や障害の程度、

これまで在園していた保育所や幼稚園での

生活、職員の児童への関わり方など、児童の

状況を把握する。 

 日常生活を営むのに支障のない児童につ

いては、保護者との面接で児童の日常の生

活状況等を丁寧に聞き取り、必要に応じて

補助員を配置するなど、障害児の受け入れ

に努める。 

 通学、通園支援の実施 

（社会福祉課） 

保護者の入院等、やむを得ない理

由がある場合の通学、通園支援につ

いて、個別の事情に応じたサービス

提供を行います。 

母の出産前後に伴う入院時期に、開催された会議に出席し、児

童の通園支援について協議を行った。 

・サービスの利用で解決するケースと、学校や

地域の協力により解決できるケースがあり、必

要に応じて地域資源の情報提供や、民生委員等

への協力依頼ができる体制も必要 

 

・重度心身障害児や医療的ケア児の通学に関

する課題に対して、協議の場が必要 

引き続き、障害のある保護者、また保護者

の出産、病気等、やむを得ない理由がある場

合、移動支援等のサービス利用など、個別の

事情に応じたサービスの提供を行う。 

 北但広域療育センター

における相談、支援体制

の充実 

（社会福祉課） 

北但広域療育センターにおいて、

専門職による幼児期からの一貫した

療育指導、訓練を提供するとともに、

保護者や家族への支援の充実、関係

機関等との連携体制の構築を図り、

総合的な障害児・者療育を行います。 

 また、利用希望者の増加に対応す

るため、職員の適切な配置や北但広

域療育センターのあり方を検討する

など、支援体制の充実に努めます。 

 児童発達支援及び放課後等デイサービスの利用希望者増加に

伴い、受入拡大のための定員増加と職員及び部屋の確保が必要に

なるため、平成 30 年度からの体制について香美町、新温泉町と

指定管理者との間で協議を行った。 

【平成 30年度から】 

・児童発達支援について、定員を 15 人から 20 人に増加。 

・放課後等デイサービスについて、現施設から旧奈佐幼稚園に場

所を移し、定員を５人から 10人に増加。 

北但広域療育センター相談支援事業所ぴあ

ほくたんでは、サービス等利用計画を作成する

相談支援専門員の増加を図り、相談支援体制を

充実することが必要である。 

北但広域療育センター相談支援事業所ぴ

あほくたんにおいて、利用希望者の増加に

対応できるよう、職員の適切な配置と支援

体制の充実に努める。 

 ②雇用・就労の促進 

  障害のある人の就労支

援施設などの支援 

≪拡充≫ 

（社会福祉課） 

就労訓練の場を提供している就労

移行支援事業所、地域活動支援セン

ターなどの運営を支援します。 

また、障害者就労施設等からの物

品等の優先調達を推進します。 

障害のある人の経済的・社会的自立に向けた最初のステップと

して、個々の課題に合わせて、就労移行支援・就労継続支援事業

所や地域活動支援センターの活用をすすめている。地域活動支援

センターについては、安定的な運営ができるよう補助金を交付。

（10ヶ所、補助金交付決定額 60,371 千円） 

 物品等の優先調達については、庁内各課から取りまとめ、市の

調達方針を策定し、市ホームページに公表した。 

市内の就労移行支援事業所が減少しており、

就労準備を高めるための評価を受けられる機

会が減少している（平成 30 年 4 月から１箇所

のみ）。 

就労アセスメントの需要に応えられるか厳

しい。 

・就労系障害福祉サービス事業所への市と

しての側面的支援を検討する。 

・地域活動支援センターの安定的な運営の

ため、補助金の交付を継続する。 

・障害者就労施設等からの物品等の優先調

達を継続する。 

・就労移行支援事業所の減少については、

障害者自立支援協議会と連携し、取組みを

検討する。 

 雇用・就労準備の支援 

（社会福祉課） 

障害者就業・生活支援センターや

相談支援事業者と連携し、障害の特

性に応じた職業準備訓練を促進しま

 自立支援協議会しごと部会と連携し、市広報紙で職業準備訓練

の場となる就労系障害福祉サービスについての情報提供を行っ

た。 

市内の就労移行支援事業所が減少しており、

職業準備訓練が行える場が少ない。 

 就労移行支援事業所以外の就労系障害福

祉サービス事業所のスキルアップを行う。 
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す。 

 雇用・就労機会の拡充 

（社会福祉課） 

障害のある人の雇用については、

市役所などの公共機関での障害種別

に偏らない率先雇用に努めるととも

に、民間企業などへ働きかけ、公共職

業安定所など関係機関との連携によ

り雇用・就労機会の拡充に努めます。 

 また、従来の形にとらわれない新

しい雇用の視点に基づいた、障害者

への配慮をします。 

自立支援協議会しごと部会と連携し、民間企業に対し障害者雇

用の拡充につながる取り組みを行った。 

  ・障害者雇用啓発動画の作成、活用 

  ・市広報にて障害者雇用を行っている企業を紹介 

 但馬地域障害者雇用連絡会議や障害者雇用・就業支援ネットワ

ーク会議へ参加し、関係機関との連携や情報共有を行った。 

公共職業安定所と連携しての取組みは実施

できていない。市単独ではなく公共職業安定所

と市と共同で民間企業などへの働きかけを行

う必要がある。 

公共職業安定所との共同した取組みを検

討する。 

 自立支援協議会しごと部会と連携し、民間

企業に対し障害者雇用の拡充につながる取

り組みを行う。 

 但馬地域障害者雇用連絡会議や障害者雇

用・就業支援ネットワーク会議へ参加し、関

係機関との連携や情報共有を行う。 

 また、短時間の雇用など、従来の形にとら

われない新しい雇用の視点について、今後

検討していく。 

 雇用・就労機会の拡充 

（職員課） 

 障害者雇用促進法に基づく障害者雇用率を満たすよう、障害の

ある人の雇用を維持する。 

・平成 30 年 4 月 1 日から法定雇用率が現在の

2.3％から 2.5％へ引き上げされる。また、平成

33 年 4 月までに更に 0.1％引き上げとなる。 

・平成 29 年 6 月の豊岡市役所の障害者雇用率

は、市長事務部局が 2.92％教育委員会部局が

3.17％で法定雇用率 2.3％を達成している。こ

のままであれば雇用率引上げ後の2.5％も達成

できるが、今後退職等が見込まれることから、

更なる雇用拡大を進める必要がある。 

・平成30年4月1日からの法定雇用率2.5％

の達成へ向け求人を行う。 

・社会福祉部門と連携を取りながら、引き

続き精神や知的障害者の雇用拡大を図る。 

 事業主や職場の理解 

（社会福祉課） 

事業主や職場の人が、障害のある

人の雇用に関する理解と認識を深め

ることができるよう、公共職業安定

所など関係機関との連携により、啓

発を強化します。 

また、トライアル雇用や職場実習

の受け入れなどの理解の促進に努め

ます。 

 民間企業への障害者雇用の働きかけの方法

を検討する必要がある。 

 民間企業とのネットワークを作る必要があ

る。 

公共職業安定所との共同した取組みを検

討する。 

 自立支援協議会しごと部会と連携し、民

間企業に対し障害者雇用の拡充につながる

取り組みを行う。 

 各種関係機関の連携、ネ

ットワークづくり 

（社会福祉課） 

雇用・就労の促進と安定雇用に向

けて、公共職業安定所、障害者就業・

生活支援センター、企業、福祉施設、

学校などの連携強化に努めます。 

 障害者自立支援協議会を核とし

て、関係機関との連携強化を図りま

す。 

但馬地域障害者雇用連絡会議や障害者雇用・就業支援ネットワ

ーク会議へ参加し、関係機関との連携や情報共有を行った。 

 障害者自立支援協議会にしごと部会を設け、公共職業安定所、

障害者就業・生活支援センター、障害福祉サービス事業所に参画

いただき、関係機関との連携を図った。 

 但馬地域障害者雇用連絡会議や障害者雇

用・就業支援ネットワーク会議へ参加し、関

係機関との連携や情報共有を行う。 

 引き続き、障害者自立支援協議会にしご

と部会を設け、公共職業安定所、障害者就

業・生活支援センター、障害福祉サービス事

業所に参画いただき、関係機関との連携を

図る。 

 職場の定着のための支

援の充実 

（社会福祉課） 

継続的な雇用につながるよう、障

害者就業・生活支援センターや相談

支援事業者と連携し、障害のある人

が就労する企業に対し、障害特性に

関する理解の促進を図ります。 

  但馬地域障害者雇用連絡会議や障害者雇

用・就業支援ネットワーク会議へ参加し、関

係機関との連携や情報共有を行う。 

 引き続き、障害者自立支援協議会にしご

と部会を設け、公共職業安定所、障害者就

業・生活支援センター、障害福祉サービス事

業所に参画いただき、関係機関との連携を
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図る。 

 ＩＴの活用支援 

（社会福祉課） 

障害のある人が、就労のためにパ

ソコンやスマートフォンを活用でき

るよう、地域生活支援事業における

講習会などを通じてＩＴの利用促進

を図ります。 

 講習会等の内容について、ニーズを把握する

必要がある。 

講習会の内容についてニーズ調査を行

う。 

 ③社会参加・生きがいづくり 

  地域活動支援センター

などの支援 

（社会福祉課） 

社会参加や自立支援の場でもある

地域活動支援センターなどの運営を

支援します。 

地域活動支援センター 10 か所 

補助金交付決定額 60,371 千円 

H30 年 2 月、地域活動支援センター交流会を実施 

市 HPや市広報紙で地域活動支援センター啓発 

関係機関の窓口に地域活動支援センター紹介パンフレットをお

き、相談者に配布（今年度内容修正し増刷予定 3月） 

利用者が少ない事業所もあり、実施要綱に規

定された「概ね 10 人以上」に満たない事業所

もある。どうすれば利用者が増えるか、検討が

必要。 

自力通所を基本としているため、障害特性で公

共交通機関を利用しにくいなど、通所に課題も

ある。 

センターでの日中活動が、閉じこもり防止に

はなっているが、定着の場となってしまってお

り、そこからの更なる自立の機会には繋がりに

くい状況にある。 

引き続き、地域活動支援センターなどの運

営を支援する。 

交流会の開催 

パンフレットや HPで啓発を図る。 

 移動、交通手段の充実 

≪拡充≫ 

（都市整備課） 

障害のある人が地域において自立

した生活を営める環境づくりや、社

会参加しやすい環境づくりをめざ

し、移動の不自由さの解消、交通手段

の充実に努めます。 

また、障害のある人にとって電車

やバスなどの公共交通機関が使いや

すくなるよう取り組みを進めます。 

①鉄道交通対策支援 

 市内基幹交通である鉄道（JR,北近畿タンゴ鉄道）への運営支援 

②バス交通対策支援 

 通勤・通院といった市民の身近な交通機関である路線バス（コ

バス・イナカ―・チクタク）への運営支援 

③但馬空港利用促進 

 大阪、東京等ビジネスの拠点となる都市部への速達性の高い交

通機関である空港利用に対する運営支援 

④産官学連携による公共交通空白地対策 

 近畿大学＋大阪大学と連携し、城崎右岸地区を対象したデマン

ド型交通サービスの実証実験を開始。 

①自家用車の普及、地域人口の減少といった社

会情勢の変化に伴い、公共交通機関利用者の 

減少に歯止めが利かず、利用運賃の減少によ

り、運行事業者や公費の負担が増加しており、 

事業継続性が課題である。 

②公共交通利用者は、利用目的や身体状況も多

様であり、急速な高齢化が懸念される中、一般 

的利用者（公共交通）と身体介助等が必要な利

用者（福祉交通）に対する役割の明確化が不 

十分となっている。 

①鉄道交通対策支援 

 市内基幹交通である鉄道（JR,北近畿タン

ゴ鉄道）の運営支援等 

②バス交通対策支援 

 通勤・通院等、市民の身近な交通機関であ

る路線バス等（コバス・イナカ―・チクタク） 

への運営支援 

③但馬空港利用促進 

 大阪、東京等ビジネスの拠点となる都市

部への速達性の高い交通機関として運営支

援 

④産官学連携による公共交通空白地対策 

 近畿大学＋大阪大学と連携し、城崎右岸

地区を対象したデマンド型交通サービス実

証実験の継続（2年目） 

⑤公共交通再編調査 

 地域の様々な実情等を調査し、地域特性

に応じた新しい交通モードの検討を進め

る。 

 移動、交通手段の充実 

≪拡充≫ 

（高年介護課） 

 ・高齢者等の移動制約者が安心して在宅生活を送ることができる

よう、市 HP 等を通じて事業の周知を行い、効果的な事業実施に

努めた。 

○外出支援サービス助成事業  (Ｈ29.12 月末現在) 

  
人工透析患者

区分 

車椅子等必要

者区分 
その他区分    合 計 

今後、後期高齢者の増加とともに利用者が増

加し、助成額の増加が見込まれるため、助成額

と自己負担額のバランスについての検討が必

要。 

人工透析患者・重度介護者等の移動制約者

が在宅生活を継続するため、本事業は大き

な役割を果たしており、引き続き事業を継

続する。 

 

外出支援サービス助成事業登録優勝運送事

業者の確保に努める。 
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交付決定

者（人） 
43  699  217  959  

延利用回

数（回） 
3,510  6,805  1,866  12,181  

助成金額

（円） 
10,004,340  13,949,360  2,604,660  26,558,360  

 

 移動、交通手段の充実 

≪拡充≫ 

（社会福祉課） 

 ・福祉タクシー・バス共通利用券の交付 

Ｈ27 交付者数 194 人 利用実績額 2,400,700 円                              

Ｈ28 交付者数 189 人 利用実績額 2,300,700 円                              

Ｈ29 交付者数 174 人 利用実績額 1,910,400 円（Ｈ29.12

月利用分まで） 

・制度内容について、対象者への周知が必要。 

・近年、利用者数が減少傾向にある。 

・共通利用券が使いやすくなるようにとの要

望をいただいている。 

・引き続き、制度の内容について、対象者へ

のさらなる周知を図り、重度の障害のあ

る方々の積極的な社会参加を図る。 

・共通利用券の利用方法について検討を行

う。 

・鉄道会社への要望等について、市として

も支援していく。 

 コミュニケーション手

段の確保 

（社会福祉課） 

視覚や聴覚に障害のある人のコミ

ュニケーションを支援するため、手

話通訳者などの派遣を行うととも

に、手話、要約筆記、点訳、朗読奉仕

員の人材の養成、確保を図ります。ま

た、手話通訳者及び要約筆記者の派

遣事業の周知、技術の向上に努めま

す。 

「手話通訳者設置事業」 

「手話奉仕員養成講座（入門課程）」（12 日間・24講座・36時間） 

7/22～12/23 申込者数 9名 

「豊岡市登録手話通訳者研修会」（5回）7/28～12/8 

 

・手話通訳者派遣件数：265 件（平成 30年 2月末現在） 

・要約筆記者派遣件数：12 件（平成 30年 2月末現在） 

受講者が少なく、講座が進むにつれ、さらに減

少している現状がある。 

広く手話に親しんでもらえるような事業の考

察が必要。 

「手話通訳者設置事業」 

「手話奉仕員養成講座（入門課程・導入）」 

（1日間 1.5 時間） 6、7 月で計画する 

「手話奉仕員養成講座（入門課程）」 （12

日間・24講座・36時間） 7 月か 8月頃か

ら 3か月で計画する 

「豊岡市登録手話通訳者研修会」 （5回） 

8 月～11 月の間 

 地域活動への参加促進 

（社会福祉課） 

障害のある人の地域における自立

生活及び社会参加を促進するため、

外出の支援を行います。 

また、障害のある人がスポーツ、文

化事業、コミュニティなどの地域活

動へ参加しやすい環境づくりに努め

るとともに、教養や知識を高めるた

めの生涯学習の機会の充実を図りま

す。 

移動支援事業（平成 30年 1 月末） 

延利用時間実績 2,269.5 時間、実利用者 57人 

 

〔スポーツ大会〕 

○平成 29年 10 月 9日（月）豊岡市身体障害者スポーツ大会 総

合体育館 参加者 108 名（当事者 91 名、スタッフ 17名） 

○平成 29 年 10 月 20 日（金）視覚障害者ボーリング大会 豊岡

アーバンボウル 参加者 14 名（当事者 7 名、ボランティア 7

名） 

○平成 29 年 10 月 14 日（土）豊岡市障害者スポーツ・チャレン

ジ大会練習（南但） おおやアート村 BIG LABO 

  参加者（当事者）30名 

○平成 29 年 10 月 28 日（土）豊岡市障害者スポーツ・チャレン

ジ大会練習（北但） 豊岡市役所立野庁舎 多目的ホール 

  参加者（当事者）36名 

○平成 29年 11 月 4日（土） 豊岡市障害者スポーツ・チャレン

ジ大会 豊岡総合スポーツセンター陸上競技場 

  参加者（当事者）37人 

 

〔居場所づくり事業〕 

障がい者（児）居場所づくり事業において、社会参加のきっかけ、

仲間づくり、地域住民とのふれあい・理解を目的に 4回程度開催。 

・豊岡北地域：ふらっとサロン（対象地域：豊岡北中学校区） 

 移動支援事業を継続実施 

 

〔スポーツ大会〕 

○平成 30年 10 月 8日（月）  豊岡市身体

障害者スポーツ大会 総合体育館 

○平成 30年 10 月 19 日（金） 視覚障害者

ボーリング大会 豊岡アーバンボウル 

○平成30年10月 豊岡市障害者スポーツ・

チャレンジ大会練習（南但）  

○平成30年10月 豊岡市障害者スポーツ・

チャレンジ大会練習（北但）  

○平成 30 年 11 月 3 日（土） 豊岡市障害

者スポーツ・チャレンジ大会 豊岡総合

スポーツセンター陸上競技場 

 

〔居場所づくり事業〕 

引き続き、障がい者（児）居場所づくり事

業を実施。 

・豊岡北地域：ふらっとサロン（対象地域：

豊岡北中学校区） 

・豊岡南地域：サロンきらら（対象地域：豊

岡南中学校区） 

・城崎地域：あいあいカフェ 
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・豊岡南地域：サロンきらら（対象地域：豊岡南中学校区） 

・城崎地域：あいあいカフェ（対象地域：城崎地域） 

・日高地域：だぶるぴーす（対象地域：日高地域） 

・出石地域：ほっとサロン（対象地域：出石地域） 

・但東地域：♥（はーと）すまいる（対象地域：但東地域） 

※竹野地域は、自主事業で実施 

・日高地域：だぶるぴーす 

・出石地域：ほっとサロン 

・但東地域：♥（はーと）すまいる 

 地域活動への参加促進 

（生涯学習課） 

 ①人権教育・啓発事業に関しては、可能な限り、講演会等におい

て手話、要約筆記を活用し、また優先座席を準備し、さまざまな

障害に対応している。 

②生涯学習課主催の各行事において、障害のある人が参加しやす

い環境づくりに努めている。 

・チケット料金の割引 

 「子どもたちが豊岡で世界と出会う音楽祭」  

  料金：大人\3,000（ハート割引：障がい者手帳が交付されて

いる方とその介添いの方お一人まで半額） 

・障害のある人の優先シートの設置、手話、要約筆記の活用 

 「平成 29 年度豊岡市成人式」 

障害のある人への効果的な広報活動 豊岡市人権教育推進協議会と共同で実施

する人権教育・啓発事業については、これま

でと同様に障害の有無等に関わらず参加し

やすい環境づくりに努める予定です。 

生涯学習課主催の各事業においても積極

的に手話や要約筆記を活用し、誰もが参加

しやすい環境づくりに努めます。 

 障害者団体の活動の活

性化 

（社会福祉課） 

障害のある人が生きがいのある生

活を送るために、障害者団体の自発

的な活動とその活性化を促進しま

す。 

 また、障害者団体をはじめ、障害の

ある人のさまざまな思いを施策に反

映させるため、意見を聞く場の確保

に努めます。 

補助金 

豊岡市身体障害者福祉協会 1,151 千円 

手をつなぐ育成会 383 千円 

 

負担金 

但馬地区身体障害者協議会 50 千円（平成 28、29 年度は豊岡市

が事務局） 

手をつなぐ育成会但馬ブロック研修会 60 千円 

 

第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画の策定に伴い、障

害種別（９グループ）ごとにグループインタビューを実施した。 

 視覚 8/4、発達 8/8、肢体・内部 8/21、障害児等 8/21、聴覚 8/22、

精神 8/25、知的 8/27、重心 9/4、特別支援 9/5 

計画策定をしない年度に障害のある方から

意見を聞く機会を検討する必要がある。 

引き続き、関係団体に補助金、負担金を交

付する。 

 

新規事業を行う際には、適宜意見を聞く

場の確保に努める。 

 スポーツ、文化活動参加

への促進 

（社会福祉課） 

（財）兵庫県障害者スポーツ協会

主催の障害者スポーツ指導員養成講

習会や兵庫県障害者のじぎくスポー

ツ大会への参加を促すとともに、レ

クリエーション及びスポーツ大会の

開催などを通じて、障害のある人同

士や障害のない人との交流を促進し

ます。また、障害者スポーツ振興を推

進します。 

 さらに、身近で気軽にスポーツに

親しむことができるよう、だれもが

利用しやすい施設などの整備を図り

ます。 

 豊岡市美術展や兵庫県障害者作品

○平成 29年 10 月 9日（月）豊岡市身体障害者スポーツ大会 総

合体育館 参加者 108 名（当事者 91 名、スタッフ 17名） 

○平成 29 年 10 月 20 日（金）視覚障害者ボーリング大会 豊岡

アーバンボウル 参加者 14 名（当事者 7 名、ボランティア 7

名） 

○平成 29 年 10 月 14 日（土）豊岡市障害者スポーツ・チャレン

ジ大会練習（南但） おおやアート村 BIG LABO 

  参加者（当事者）30名 

○平成 29 年 10 月 28 日（土）豊岡市障害者スポーツ・チャレン

ジ大会練習（北但）豊岡市役所立野庁舎 多目的ホール 

  参加者（当事者）36名 

○平成 29年 11 月 4日（土） 障害者スポーツ・チャレンジ大会 

豊岡総合スポーツセンター陸上競技場 

  参加者（当事者）37人 

 ○豊岡市身体障害者スポーツ大会開催(平

成 30年 10 月 8日（月）） 総合体育館に

て開催予定。 

○豊岡市身体障害者スポーツ大会（視覚障

害者ボーリング大会）平成 30年 10 月 19

日（金） 豊岡アーバンボウルにて開催予

定。 

○豊岡市障害者スポーツ・チャレンジ大会

(日時未定) 豊岡総合スポーツセンター

陸上競技場にて開催予定。 

○豊岡市障害者スポーツ・チャレンジ大会

練習会  

南但練習会（日時未定） おおやアート村

BIG LABO にて開催予定。 
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施策名 

（所管課及び関係団体） 

施策内容 今年度事業実績 課題 来年度取組み方針 

展への出展を促すなど、絵画、写真な

どの趣味や自主的な文化活動への意

欲向上を図り社会参加を促進しま

す。 

※ オリンピック・パラリンピック等経済界協議会の協力を得

て開催 

 

○「がっせぇアート 5人展」 

 平成 29年 8月 6日（日）～8月 11 日（金） 豊岡稽古堂 

 市とＮＰＯ法人との共催で開催 

 北但練習会（日時未定） 豊岡総合スポー

ツセンター陸上競技場にて開催予定。 

 

○がっせぇアート展（ＮＰＯ法人との共催） 

 スポーツ、文化活動参加

への促進 

（文化振興課） 

 ・平成 29年 11 月１日～11 月５日 豊岡市美術展 

特別支援学級作品 42 点（71名）展示(H29 年度) 

 ・平成 30 年 10 月 31 日～11 月４日 豊岡

市美術展 

特別支援学級作品 約 50点展示(H30 年度) 

 スポーツ、文化活動参加

への促進 

（スポーツ振興課） 

 11 月４日（土） 障害者スポーツチャレンジ大会への派遣（豊岡

市スポーツ推進委員２名） 

１月 13,20,27 日(土) 障害者スポーツ指導員養成講座受講（豊岡

市スポーツ推進委員３名） 

12 月３日(日) スポーツ推進委員会女性委員会でのパラリンピッ

ク種目（ボッチャ）の研修会参加（豊岡市スポーツ推進委員５名） 

・障害者スポーツ指導員の養成を行っている

ものの、現在は５名に留まっている。 

・スポーツを通して、障害のある人同士や障害

のない人との交流する機会が少ない。 

引き続き、障害者団体へのスポーツ指導、ス

ポーツ大会協力及び関連講習会への参加を

推進していく。 

（２）「人と人とが支え合う」まちづくり 

 ①広報・啓発 

  計画に関する施策の広

報活動 

（秘書広報課） 

計画内容が広く市民に伝わるよう各

種媒体を通じて情報提供を行いま

す。また、計画に関連するさまざまな

取り組みについて、広報に努めます。 

【各種媒体】 

 ○市広報紙  ○市ホームページ 

 ○市出前講座 ○防災行政無線 

○FMジャングルなどの報道機関 

○市広報紙 

  毎月 25 日発行 

○市ホームページ 

  健康福祉部局関連記事の閲覧件数 

 
※なお、市全体の新規コンテンツによる情報発信は毎月約 80 件

（H29.4～12） 

○市出前講座 

 メニュー数２講座（〔28障害福祉サービスについて〕〔29障害者

差別解消法について〕） ※なお、実績 0件（H30.２.５現在） 

○防災行政無線 

  随時、情報発信 

○FMジャングルなどの報道機関  

  随時、情報発信 

引き続き、障害や障害のある人に対する誤解

や偏見をなくするための広報･啓発を図る必要

がある。なお、多くの市民に伝わる情報発信を

行うためには、障害福祉担当部局からの積極的

なＰＲ(情報提供)が不可欠である。 

○市広報紙 

○市ホームページ 

○市出前講座 

○防災行政無線 

○FMジャングルなどの報道機関 

などによる広報 

 計画に関する施策の広

報活動 

（社会福祉課） 

  施策を行う際には、市広報紙および市ホームページに掲載し、

広報を行う。 

 施策を行う際には、引き続き、市広報紙お

よび市ホームページに掲載し、広報を行う。 

 障害のある人の支援者

への理解の促進 

（社会福祉課） 

保健、医療、福祉関係者、民生委員

児童委員、社会福祉協議会、サービス

提供事業者などが、障害や障害のあ

る人に対する理解を深めるととも

に、抱えている課題を把握するため、

障害のある人を交えた研修や交流会

を開催します。 

障害者自立支援協議会により、平成 30 年度当初に実施予定の

ヘルパー研修会に向けたアンケート調査を行った。 

 

 障害者自立支援協議会により、ヘルパー

研修会を開催 

 障害のある人の支援者  ・障害者クリスマス会、スポーツ大会等を通じ障害のある方、ボ ・障害や障害のある人に対する誤解や偏見を ・地域の中で気軽に集える場を創出し、ボ

（単位:件）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 計

11,436 13,023 21,432 15,136 19,204 20,809 27,610 19,583 21,847 170,060
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施策名 

（所管課及び関係団体） 

施策内容 今年度事業実績 課題 来年度取組み方針 

への理解の促進 

（社会福祉協議会） 

ランティア、学生等が交流することで相互理解を図った。 

・週末を中心に市内各地域で地域住民やボランティアの協力を得

ながらサロン（居場所）を実施した。                                                       

なくすため広報・啓発を図ると共にその効果を

振り返る必要がある。 

 

・地域の居場所について、参加者もボランティ

アも固定化されつつあるので、周知方法や新し

いボランティアの発掘が課題。 

ランティアや地域住民を交えながら交流を

図り、地域における居場所作りの推進を行

う。 

 

・ボランティア・NPO 等と協働し、福祉教育

や出前講座を通じ障害や障害のある人に対

する理解を図り、障害のある人が安心して

暮らせる地域づくりをすすめる。 

 広報・啓発活動の充実 

（社会福祉課） 

障害者週間や人権週間などの機会

をとらえ、障害や障害のある人、特に

外見ではわかりにくい障害に対する

市民意識の向上に向けて、広報・啓発

活動を効果的に進めます。 

 また、障害のある人が中心となっ

て企画する啓発イベントなどの実施

を促進します。 

障害者週間（12 月 3 日～9 日）に合わせ、市広報 12 月号（11

月 25 日発行）に、精神障害に関する内容を掲載し、市民の障害に

対する意識向上と啓発を図った。 

障害や障害のある人に対する市民意識の向

上に向けての効果的な広報・啓発 

障害者週間の意義について、市広報紙や

市ホームページに掲載する。 

 広報・啓発活動の充実 

（生涯学習課） 

 ①「兵庫県人権文化をすすめる県民運動」推進強調月間（8 月）

にあわせて、市民ふれあいのつどいパート 1（8/11(金・祝)人権

映画鑑賞会）を開催し、障害者差別をはじめとするさまざまな人

権課題（差別解消）に関する啓発を行った。 

②人権週間（12/4～12/10）にあわせて、市民ふれあいのつどいパ

ート 2（11/26(日)式町水晶は～とふるコンサート）を開催し、障

害者差別の解消に関する啓発を行った。 

③人権啓発誌『かがやき』第 25 号（10/25 発行・全戸配布）で、

障害の有無から考える「普通」・「常識」とは何かを取り上げた。 

④豊岡支部では、パラリンピアンアスリートを講師に招き、障害

者差別解消に向けた人権啓発を行った。他支部においても、講師

に落語家を迎える等、多くの人に障害に対する理解をすすめるよ

う取組を行った。（計３回） 

講演会などの人集め方式では、参加者の高齢

化が進み、かつ、同じような顔ぶれが多くなっ

ている。 

落語、音楽、スポーツ等と抱き合わせ、「人

権」という言葉の持つ堅苦しさを払拭するよう

取り組んでいるが、人集めが難しい。特に普段

「人権」を意識しなくても生活できる無関心層

（特に若年層）に対する伝播力が弱い。 

今年度と同様に障害者差別の解消をはじ

め、さまざまな人権課題の解消に向けた人

権啓発活動を、豊岡市人権教育推進協議会

と協力し各地で実施していく予定である。 

 地域における福祉教育、

人権教育の推進 

（社会福祉課） 

市の出前講座など市民のニーズに

応じた学習機会、学習メニューの提

供に努めます。障害者団体のみなら

ず、多くの人の参加を得られるよう

工夫し、障害や障害のある人に対す

る正しい理解を深める取り組みを進

めます。 

 また、障害への理解や好ましい人

間関係の構築のため、障害のある子

どもとともに学び育つ機会の拡充に

努めます。 

 出前講座は、申し込みがないと実施できない

ため、障害に対する正しい理解をしてもらうよ

う、積極的に学習機会を設ける必要がある。 

地域及び企業の方に、障害に対する正し

い理解をしてもらえるような取組みを実施

する。 

 地域における福祉教育、

人権教育の推進 

（こども教育課） 

 ・第３次とよおか教育プラン平成２９年度実践計画に、今日的な

人権課題（いじめ・インターネットによる人権侵害・女性・子ど

も・高齢者・障害のある人・外国人等に対する人権課題）に対応

した人権教育の充実を取組として位置付けた。 

児童生徒の人権尊重の理念に対する理解を

深める直接の役割を担っているのは、現場の教

職員である。そのため、教職員のさらなる人権

意識の高揚と指導力の向上が求められる。 

今年度と同様に、とよおか教育プランに、

人権教育資料を活用した校内研修など、人

権教育の充実にかかる取組を位置付け、今

日的な人権課題（いじめ・インターネットに
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施策名 

（所管課及び関係団体） 

施策内容 今年度事業実績 課題 来年度取組み方針 

・人権教育資料等を活用した発達段階に応じた教育を行った。 よる人権侵害・女性・子ども・高齢者・障害

のある人・外国人等に対する人権課題）に対

する理解の促進、共生社会の実現をめざす

教育を推進していく予定である。 

 地域における福祉教育、

人権教育の推進 

（こども育成課） 

 障害の有無、種別を問わず、入園希望者は可能な限り（施設定

員、保育士等の配置基準内）受け入れ、他の健常児とともに同じ

保育、教育を提供している。 

 また、北但広域療育センター「風」やこども支援センターと情

報交換し、指導･助言を受けている。 

増加する保育ニーズに対応するための保育

士不足が問題となっている中で、障害児への対

応のため通常保育の基準配置に加えてさらに

追加配置する保育士や介助員の確保が大きな

課題となっている。 

保育所、認定こども園、幼稚園において、

障害の有無にかかわらず、子ども達が共に

育つ教育・保育の充実に努める。 

 地域における福祉教育、

人権教育の推進 

（生涯学習課） 

 ①各種団体の学習会に人権教育推進員を派遣した際、「障害者差

別解消法」の制定等について触れるよう取り組んだ。（７回） 

②知的障害を取り上げた人権啓発ビデオを各種団体に貸し出し

（無料）、共生社会について考察した。（23 回） 

落語、音楽、スポーツ等と抱き合わせ、「人権」

という言葉の持つ堅苦しさを払拭するよう取

り組んでいるが、人集めが難しい。特に普段「人

権」を意識しなくても生活できる無関心層（特

に若年層）に対する伝播力が弱くなっている。 

今年度と同様に障害者差別の解消をはじ

め、さまざまな人権課題の解消に向けた人

権教育活動を、豊岡市人権教育推進協議会

と協力し各地で実施していく予定である。 

 交流活動の促進 

（社会福祉課） 

障害のある人とない人が気軽に交

流できる行事や催し物への取り組み

を支援し、市民の相互理解や障害の

ある人の社会参加及び交流活動を促

進します。 

居場所づくり事業については、６ページに掲載 

 

 居場所づくり事業については、６ページに

掲載  

 交流活動の促進 

（生涯学習課） 

 ①人権週間（12/4～12/10）にあわせて開催した市民ふれあいのつ

どいパート 2（11/26(日)式町水晶は～とふるコンサート）の前日

に、障害者及びその家族、支援者等を主な招待者としてミニコン

サートを開催した。 

健常者に対する人権学習を主体としている

ため、障がいのある人の社会参加や交流活動を

促進する事業については、ほとんど実施できて

いない。 

今年度と同様に障害者差別の解消をはじ

め、さまざまな人権課題の解消に向けた人

権教育・啓発活動を、豊岡市人権教育推進協

議会と協力し各地で実施していく予定であ

るが、現段階で詳細は未定。 

 ②人材育成・確保 

  専門的人材の育成・確保 

（社会福祉課） 

相談支援やケアマネジメントなど

に携わる専門的人材の育成・確保に

努めます。 

 特に障害のある人の地域生活を支

える根幹となる相談支援を担う人材

の育成・確保の支援に努めます。 

相談支援専門員の確保のため、積極的な相談支援従事者初任者

研修受講の働きかけを行い、８名が相談支援従事者初任者研修を

受講 

 障害者自立支援協議会において、相談支援専門員による相談支

援グループを設け、定期的に会議を開催し、スキルアップや情報

共有を行った。 

 地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援セ

ンターとともに相談支援事業者の人材育成のための研修を行っ

た（平成 30 年２月 23 日開催） 

相談支援事業所及び相談支援専門員が充足

しているとは言えない状況であり、相談支援専

門員の確保が必要である。 

障害者の高齢化が進んでおり、障害者のみなら

ず高齢者にも対応できるスキルが必要である。 

相談支援事業所及び相談支援専門員の確

保のため、積極的な相談支援従事者初任者

研修受講の働きかけを行う。 

 障害者自立支援協議会において、相談支

援専門員による相談支援グループを設け、

定期的に会議を開催し、スキルアップや情

報共有を行う。 

 地域における相談支援の中核的な役割を

担う基幹相談支援センターとともに相談支

援事業者の人材育成のための研修を行う。 

 ボランティア活動の育

成 

（社会福祉課） 

社会福祉協議会との連携により、

ボランティア活動を継続して実施し

ていけるよう、環境づくりに努める

とともに、人材育成、技能の向上など

を促進し、活動の活性化を図ります。 

 聞こえない・聞こえにくい子どもの困りごとを理解した上で、

適切なコミュニケーション方法や情報保障の方法を学び、難聴児

の支援者を養成するため、「聴覚障害児の支援者講座」を平成 30

年 2 月に 1回、3月に 2回実施。 

 ・社会福祉協議会等と連携し、2月から 3月

にかけてボランティア養成を目指す講座を

開設する。 

 地域資源を活用した人

材の育成・確保 

（社会福祉課） 

障害者自立支援協議会を核とし

て、相談支援事業者、当事者団体、福

祉、保健、医療、教育、事業者などの

ネットワークを構築し、幅広い人材

障害者自立支援協議会全体会議、運営会議、部会、グループに

相談支援事業者、障害福祉サービス提供事業所、保健・医療、教

育、就労支援関係者に参画いただき、連携やネットワークの構築

を行い、人材育成・確保につながる取り組み、協議を行った。 

  障害者自立支援協議会全体会議、運営会

議、部会、グループに相談支援事業者、障害

福祉サービス提供事業所、保健・医療、教育、

就労支援関係者に参画いただき、連携やネ
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（所管課及び関係団体） 

施策内容 今年度事業実績 課題 来年度取組み方針 

を活用・育成できる体制の整備に努

めます。 

 運営会議：障害福祉サービス事業所のサービス管理者ネットワ

ーク会議を開催（平成 30年１月） 

 こども部会：障害児相談支援員のスキルアップとネットワーク

づくりを目的とした事業所連絡会を開催（平成 29年８、12月） 

 せいかつ部会喀痰吸引について検討するプロジェクトチーム：

ヘルパーの育成、スキルアップのための研修会を開催（平成 29 年

７月、11月） 

ットワークの構築を行い、人材育成・確保に

つながる取り組み、協議を行う。 

 ボランティア活動の機

会の充実 

（社会福祉課） 

ボランティア、市民活動センター

（市社会福祉協議会）との連携によ

り、市民のボランティア活動機会の

拡大、充実に努めます。また、積極的

に広報することでボランティア活動

に対する市民の理解を促進し、ボラ

ンティア活動への参加を呼びかけま

す。 

10 ページ「ボランティア活動の育成」に掲載  10 ページ「ボランティア活動の育成」に掲

載 

 ボランティア活動の機

会の充実 

（社会福祉協議会） 

 ・ボランティアグループが実施する講習会等の周知、参加の取り

まとめを行う等、ボランティアの育成支援を行った。 

・広報等でボランティアグループの紹介を行い、新たな人材確保・

育成や障害のある方の理解に努めた。 

・視覚障害者への理解を深め、広報、図書などを点訳するボラン

ティアの育成を行った。 

・障害者の居場所づくりでは、企画・運営を地域のボランティア

と共に内容等を検討し、障害のある方と関わりながら理解を深

め、知識向上に努めた。 

・多様な福祉サービスの展開にあたっては、専

門的技術を有するマンパワーの確保が不可

欠で、計画的に育成を図る必要がある。 

・すべての市民が障害のある人やその家族を

支える地域福祉活動の担い手として、多様な

形で社会福祉活動に参加することが必要。 

・ボランティアの活動の育成には、より地域の

ニーズに即した活動につなげる工夫が必要。 

・ボランティアグループの活動実態を把握

し、運営・人材等の抱える課題等について

助言を行う。 

・ボランティア災害共済・助成金情報の提

供を行い安定的な運営を支援する。 

・障害のある方のニーズとのマッチングを

行いボランティア活動の活性化を図る。 

・ボランティア活動の広報等を行う。 

 ③ネットワークづくりの推進 

  障害のある人やその家

族同士のネットワーク

づくりの推進 

（社会福祉課） 

障害のある人とない人の交流とと

もに、障害のある人やその家族同士

が交流の場で情報交換などを行うこ

とができるネットワークづくりを進

めます。 

スポーツ大会、居場所づくり事業については、６ページに掲載。 

 

・家族介護者が悩みを相談したり、情報交換したりできるように、

家族会の活動を支援している。 

 2/26 但馬地区精神障害者家族連合会の家族教室に後援 

 豊岡市精神障害者家族会の活動支援（自発的活動支援事業委託

60,000 円）9月より毎月茶話会開催を支援 

 スポーツ大会、居場所づくり事業について

は、６ページに再掲 

 

家族会活動の支援を継続 

 多様なネットワークづ

くりの促進 

（社会福祉課） 

障害者自立支援協議会を活用して

民生委員児童委員、ボランティアグ

ループなどの地域のさまざまな団体

の活動に関する情報交換などを行う

ためのネットワークづくりを促進し

ます。 

また、障害者団体や地域活動支援

センター同士のネットワーク構築を

支援します。 

・12 月但馬地区精神障害者保健福祉研修会への参加、2月但馬地

区精神障害者家族教室の後援 

・2月豊岡市地域活動支援センター交流会開催 

 ・但馬地域での各種障害者団体のネットワ

ークづくりのための機会の支援を継続 

・地域活動支援センター交流会の開催 

 近隣自治体との連携強

化 

（社会福祉課） 

北但広域療育センターの運営面に

ついては、利用者、相談者の増加や支

援ニーズの多様化、複雑化などに対

北但広域療育センターの機能充実のため、豊岡市、香美町、新

温泉町の 1市 2町で協議し、事業を拡大した。 

【平成 30年度から】 

 運営面については、引き続き、1市 2町で

支援していく。 
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（所管課及び関係団体） 

施策内容 今年度事業実績 課題 来年度取組み方針 

応できるよう、共同設置者の香美町、

新温泉町及び関係機関と協力してい

きます。 

 広域的な事業など必要に応じて近

隣自治体と連携を図り、効率的な事

業の展開に努めます。 

・児童発達支援について、定員を 15 人から 20 人に増加。 

・放課後等デイサービスについて、現施設から旧奈佐幼稚園に場

所を移し、定員を５人から 10人に増加。 

（３）「いつどこでも相談できる」まちづくり 

 ①権利擁護の推進 

  障害を理由とする差別

の解消の推進 

≪新規≫ 

（社会福祉課） 

出前講座などにより、市民及び事

業所等への障害者差別解消法の周

知、啓発に取り組むとともに、相談窓

口での相談、市の事務事業において

は、職員対応要領に基づく対応等、不

当な差別的取扱いの禁止や合理的配

慮の提供に取り組みます。 

また、障害者差別に関する情報や、

差別された時の相談窓口などの広

報・啓発に努めます。 

障害者差別解消法の周知・啓発のため、市民ふれあいのつどい

の参加者にパンフレットを配布。 

市職員一人ひとりが障害のある方にとってどのような配慮が

必要なのか理解を深めるため、各課から合理的配慮の提供事例を

集約しているところであり、集約でき次第、全庁的に共有を図る。 

出前講座など申込みを待つだけではなく、効

果的な周知・啓発の方法を検討することが必

要。 

出前講座など申込みを待つだけではな

く、効果的な周知・啓発の方法を検討する。 

引き続き、障害者差別に関する情報や、差

別された時の相談窓口などの広報・啓発に

努める。 

 権利擁護事業の推進 

（社会福祉課） 

福祉サービスの利用援助や日常的

金銭管理、財産管理が必要な人に対

して、社会福祉協議会が行う日常生

活自立支援事業（福祉サービス利用

援助事業）や成年後見制度の活用を

促し、自立した地域生活の実現を支

援します。年々増加する日常生活自

立支援事業（福祉サービス利用援助

事業）のニーズに対応するため、具体

的な方策を検討します。 

社会福祉協議会と連携し、障害者等からの相談に応じ、必要な

情報提供及び助言その他の障害福祉サービスの利用支援等、必要

な支援を行うとともに障害者等の権利擁護のために必要な援助

として、相談支援事業で、成年後見制度の入り口支援を行った。 

 

 成年後見申立 １件（平成３０年１月末現在） 

・成年後見制度がまだまだ知られていないた

め、さらに周知を行う必要がある。 

基幹相談支援センターと連携を図りなが

ら、一般住民への更なる周知に努める。 

 権利擁護事業の推進 

（高年介護課） 

 ・権利擁護に関する延相談件数は増加傾向にあり、地域包括支援

センターでは、成年後見制度・高齢者虐待等の権利擁護に関する

相談を受けました。 

平成 29 年 12 月末現在 

  
成年後見制

度 
高齢者虐待 消費者被害 

相談件数

（件） 
132 520 26 

※ 重複あり 

 

・高齢者虐待対応専門職チームの派遣について、県弁護士会と県

社会福祉士会と委託契約を継続しました。平成 29年 11 月１日、

研修講師として派遣依頼を行い、虐待対応について研修会を実施

しました。 

・地域包括支援センター職員等は、高齢者虐待

に対して適切な対応等ができるよう、知識の取

得・能力の向上が必要です。 

 

・精神障害、知的障害、認知症等の病気や権利

侵害等、さまざまな問題を重層的に抱える 

ケースに対応するため、幅広い知識や技術の習

得、関係機関との連携が必要です。 

・地域包括支援センター職員の資質向上を

図るとともに、社会福祉士、主任介護支援専

門員、保健師などの三職種が連携し、高齢者

虐待や消費者被害等の防止を図り、権利侵

害の予防や対応に努めます。 

 

・高齢者が地域で尊厳のある生活を維持し、

安心して生活できるよう、関係専門機関と

の連携を強化します。 

 

・消費者被害を防ぐため、市消費生活セン

ターや但馬消費生活センターとの連携を強

化します。 

 権利擁護事業の推進 

（社会福祉協議会） 

 日常生活自立支援事業実績          （単位：件） ・サービス利用において、契約内容を十分に理

解できていないにもかかわらず契約を締結

・障害者基幹相談支援センターが、関係機

関と連携し、成年後見制度の利用支援を
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施策内容 今年度事業実績 課題 来年度取組み方針 

 

知的障害者、精神障害者などへ福祉サービス利用援助や日常的

な金銭管理の支援を実施するとともに、行政、総合相談・生活支

援センター、地域包括支援センター、障害者基幹相談支援センタ

ー等の関係機関や団体と連携を図りながら、対象者に安定した生

活のサポート活動を展開した。 

内 容 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

(12 月末) 

相談・問い合わせ 2,297 3,295 3,751 4,106 3,996 

新規契約数 19 11 20 12 10 

年度末実契約数 68 74 83 82 87 

するケースが生じている。 

・高齢化の進展で、高齢者や障害のある人の孤

立や虐待などの問題も発生している。 

・財産管理や権利擁護に関する相談も多数あ

り、高齢者と障害のある人の担当部署が連携

し、一体的に権利擁護に関する施策を進めて

いく必要がある。 

図る。  

・日常生活自立支援事業においては、さま

ざまな課題に対して障害者基幹相談支援

センター、地域包括支援センター、総合相

談・生活支援センター等の関係機関と連

携を図りながら対応していく。 

 成年後見制度の利用支

援 

（社会福祉課） 

障害のある人がいつまでも安心し

て地域で生活するにあたって、成年

後見制度を活用できるよう、低所得

者等への経済的支援を実施します。 

 また、社会福祉協議会と連携を図

り、成年後見制度の利用に関する情

報の共有に努めます。 

社会福祉協議会と連携し、障害者等からの相談に応じ、必要な

情報提供及び助言その他の障害福祉サービスの利用支援等、必要

な支援を行うとともに障害者等の権利擁護のために必要な援助

として、相談支援事業で、成年後見制度の入り口支援を行った。 

 

 成年後見申立 １件（平成３０年１月末現在） 

・成年後見制度がまだまだ知られていないた

め、さらに周知を行う必要性がある。 

基幹相談支援センターと連携を図りなが

ら、一般住民への更なる周知に努める。 

 成年後見制度の利用支

援 

（高年介護課） 

 ・地域包括支援センターと連携し、成年後見制度の利用支援が必

要な高齢者に対して、市長申立て等の支援を実施しました。 

 （成年後見制度利用支援事業利用者数：２名）※平成 30.１月

末現在 

 

・平成 29年度より、成年後見人に対する報酬助成制度（市長申立

に限り助成）を創設し、成年後見制度の利用を必要とする方への

支援を行いました。 

 （助成件数：２件）※平成 30.１月末現在 

 

・市広報への掲載や地域包括支援センターを通じて、成年後見制

度の普及啓発に努めました。 

・成年後見制度がまだまだ知られていないた

め、さらに周知を行う必要性があります。 

 

・成年後見制度の利用改善のため、閣議決定さ

れた「成年後見制度利用促進基本計画」を勘案

し、計画策定を検討していく必要があります。 

地域包括支援センターと連携し、本事業

だけでなく成年後見制度全体について、介

護支援専門員等関係者や一般住民への更な

る周知に努めます。 

 成年後見制度の利用支

援 

（社会福祉協議会） 

 ・福祉サービス利用援助事業を専門職と連携を取りながらすすめ

ており、今年度、当該事業の利用に至ってないが財産管理等の

利用の検討は相談者の状況に応じ行っている。 

・認知症による判断能力の低下等から身上監護面において成年後

見人等の申立が必要な状態にある利用者が居るが、経済的理由

から申立に至らなかった。 

・サービス利用において、契約内容を十分に理

解できていないにもかかわらず契約を締結

するケースが生じている。 

・高齢化の進展で、高齢者や障害のある人の孤

立や虐待などの問題も発生している。 

・財産管理や権利擁護に関する相談も多数あ

り、高齢者と障害のある人の担当部署が連携

し、一体的に権利擁護に関する施策を進めて

いく必要がある。 

・障害者基幹相談支援センターが、関係機

関と連携し、成年後見制度の利用支援を

図る。  

・日常生活自立支援事業においては、さま

ざまな課題に対して障害者基幹相談支援

センター、地域包括支援センター、総合相

談・生活支援センター等の関係機関と連

携を図りながら対応していく。 

 障害者虐待等の防止 

（社会福祉課） 

障害者虐待の定義や通報義務につ

いて広く周知を図るとともに、特に

福祉サービス事業所の職員や障害の

ある人の家族などに虐待に関する理

豊岡市社会福祉協議会へ委託し事業を行っている。 

・虐待に係る相談・通報受理件数３件 （全件緊急性の虐待案件

ではなかったもの。内 経過観察をしている案件１件 対応協議

しているもの１件。） 

虐待に対する理解がまだ浸透していない。事

業所等への研修を重ねる等の取り組みが必要。 

・障害者虐待防止センターについて、通報・

届出の受理、障害者・養護者の相談・助言、

広報・啓発を行う。 

・障害者虐待の未然の防止や早期発見、迅
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施策名 

（所管課及び関係団体） 

施策内容 今年度事業実績 課題 来年度取組み方針 

解を促進し、未然防止に取り組みま

す。 

 また、虐待の早期発見・早期対応を

行うため、虐待防止センターの支援

体制の強化を図ります。 

速な対応、その後の適切な支援を行うた

め、関係機関等の協力体制や相談支援体

制の強化を図る。 

 障害者虐待等の防止 

（社会福祉協議会） 

 問題が深刻化しないよう早期発見や敏速な対応を行っており、

市や関係機関と連携を取りながら、対応を行った。 

 

虐待防止の啓発活動については、2 事業所の職員向けに研修会

を実施（12 月、2月）                                

・高齢化の進展で、高齢者や障害のある人の孤

立や虐待などの問題も発生している。 

・財産管理や権利擁護に関する相談も多数あ

り、高齢者と障害のある人の担当部署が連携

し、一体的に権利擁護に関する施策を進めて

いく必要がある。 

・障害者虐待防止センターにおいて、虐待

の通報・届出の受理を行う。 

・障害福祉サービス事業所の職員等に障害

者虐待の防止について啓発を行う。 

・虐待防止ネットワークの構築、過去に虐

待のあった家庭への訪問等、関係機関と

連携を取りながら虐待の未然防止・早期

発見に努める。 

 ②相談体制・情報提供の充実 

  相談支援体制の充実 

（社会福祉課） 

専門性を有し、保健や医療、福祉な

どに関する相談に総合的に応じるこ

とができる相談支援事業者や相談支

援専門員の増加を図り、相談支援体

制の充実を図ります。 

 また、障害者自立支援協議会を核

に、地域の相談支援機関のスキルア

ップや連携体制の充実を通して、障

害のある人の意思を尊重した相談し

やすい環境づくりを進めます。 

障害者相談支援事業を３事業所に委託し、事業所間の連携、情

報共有を図るため、市と３事業所との連絡会を開催。 

 相談支援事業所及び相談支援専門員の確保のため、積極的な相

談支援従事者初任者研修受講の働きかけを行った。 

 障害者自立支援協議会において、相談支援専門員による相談支

援グループを設け、定期的に会議を開催し、スキルアップや情報

共有を行っている。 

障害者の高齢化が進んでおり、障害者のみな

らず高齢者にも対応できるスキルが必要であ

る。 

引き続き、障害者相談支援事業を３事業

所に委託し、事業所間の連携、情報共有を図

るため、市と３事業所との連絡会を開催す

る。 

 相談支援事業所及び相談支援専門員の確

保のため、積極的な相談支援従事者初任者

研修受講の働きかけを行う。 

 障害者自立支援協議会において、相談支

援専門員による相談支援グループを設け、

定期的に会議を開催し、スキルアップや情

報共有を行う。 

 高齢者の相談窓口となる地域包括支援セ

ンターと連携を図り相談支援体制の充実を

図る。 

 相談支援体制の充実 

（高年介護課） 

 ・地域包括支援センターが、高齢者に対するワンストップ総合相

談窓口であることの市民周知と、相談対応の機能強化に努めまし

た。 

 （相談延件数：19,852 件）※H29.12 月末現在 

 

・高齢者の見守り、消費者被害の防止、閉じこもりや孤立の予防

等といったニーズに応じるため、「高齢者等見守りネットワーク」

事業の充実及び新規協力事業者等の拡充に努めました。 

 （協力事業者数：289 事業所）※H29.12 月末現在 

・支援困難事例に対応できる体制の強化と職

員の対応能力向上を図ることが必要。 

 

・高齢者等見守りネットワーク事業のさらな

る推進を図り、何らかの異変を早期に察知する

「気づきの目」を増やすことにより、隠れた問

題の発掘やニーズの把握に努めていくことが

必要。 

・複合的な課題を抱えるケースに対応する

ため、様々な関係機関と連携し、課題解決に

向けて相談機能の強化を図る。 

 

・本人、家族、近隣住民、民生委員等からの

様々な相談に対応し、相談内容に即したサ

ービスや制度等に関する情報提供、関係機

関の紹介などを行う。 

 

・高齢者等見守りネットワーク事業への協

力事業者の増加を図り、地域に存在する隠

れた問題を、地域の役員等や地域包括支援

センターに早期に相談が入るような仕組み

づくりに取り組む。 

 相談支援体制の充実 

（健康増進課） 

 ・生活習慣病の早期発見、早期治療を目的としたすこやか市民健

診（平成 29年度は、５月～11月の間に 51 日間）の中で健康相談

・相談者数や新規相談者数の増加 

・相談出来る場の周知 

健康増進課では、障害のある人に特化し

た相談窓口は設けていないが、地域での健
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施策名 

（所管課及び関係団体） 

施策内容 今年度事業実績 課題 来年度取組み方針 

を実施。 

・健診結果相談会として７月～１月に実施。また、健康増進課窓

口で、随時相談を実施。各振興局では、保健師駐在日（週１回）

に随時相談を実施。 

・健康をすすめる地区活動、健康づくり応援隊など、地区や団体

からの依頼で健康教室や健康相談を実施。 

・相談支援事業所などとの連携により地区担当保健師が家庭訪問

で相談や支援を実施。 

康教室や健康相談、健康増進課窓口、各振興

局保健師駐在日などを活用し、身近なとこ

ろでいつでも相談ができる体制を充実して

いく。また、相談内容の多様化にも適切に対

応ができるよう、相談支援事業所などとも

連携を強めるなど、対象者を取り巻く関係

機関の連携体制を充実していくことで、よ

りよい相談支援ができるように努める。 

 

・各振興局では保健師駐在日に随時の相談

を受け入れ、健康増進課窓口でも随時の相

談に対応する。 

・すこやか市民健診時に合わせて健康相談

の実施。 

・健診結果相談会(7月～1月)に合わせて健

康相談の実施。 

・もしもし電話健康相談（相談専用電話）で

来所が難しい人でも電話で相談を受ける。 

・健康をすすめる地区活動や健康づくり応

援隊など地域から要望のあった健康教室実

施時に健康相談も合わせて実施。 

・地区担当保健師による家庭訪問での相談

支援を実施。 

 障害者基幹相談支援セ

ンターの機能充実 

≪拡充≫ 

（社会福祉課） 

地域における相談支援の中核的な

役割を担う障害者基幹相談支援セン

ターの機能の充実を図り、関係機関

と連携を図りながら、障害のある人

や家族、地域の人たちのさまざまな

困りごとなどの相談対応に努めま

す。 

基幹相談支援センターの運営を豊岡市社会福祉協議会に委託。 

基幹相談支援センターの機能充実を図るため、他市町の状況等聞

き取りを行った。 

基幹相談支援センターの事業評価ができて

いない。 

基幹相談支援センターの運営を豊岡市社

会福祉協議会に委託。 

基幹相談支援センターの機能充実を図

り、専門性を高めるため、運営体制等を検討

する。 

基幹相談支援センターの事業評価の方法

を検討する。 

 障害者相談員活動のス

キルアップ 

（社会福祉課） 

障害のある人やその家族からの相

談に応じるとともに、関係機関と協

力し解決にあたる身体障害者相談

員、知的障害者相談員、精神障害者相

談員のスキルアップを支援します。 

毎月、身体障害者相談（豊岡健康福祉センター：身体２回／月、

視覚１回／月、聴覚１回／月）、精神障害者相談（立野庁舎、城崎

庁舎、出石庁舎：３回／月、偶数月）（竹野庁舎、日高庁舎、但東

庁舎：３回／月、奇数月）、知的障害者相談（立野庁舎：１回／月）

を行っている。 

（身体障害者相談員） 

身体障害者相談員を置き、障害のある人やその家族からの相談に

応じている。 

また、財団法人兵庫県身体障害者福祉協会の実施する相談員研修

会を利用するなどし、相談員のスキルアップを支援している。 

（精神障害者相談員） 

兵庫県が委嘱する精神障害者相談員を有効に活用し、精神障害の

ある人やその家族等からの相談に応じている。 

また、兵庫県が実施する相談員研修を利用するなど、相談員のス

定例相談では、利用者が少ない。 （身体障害者相談員） 

身体障害者相談員を置き、障害のある人や

その家族からの相談に応じる。 

また、財団法人兵庫県身体障害者福祉協会

の実施する相談員研修会を利用するなど

し、相談員のスキルアップを支援する。 

（精神障害者相談員） 

兵庫県が委嘱する精神障害者相談員を有効

に活用し、精神障害のある人やその家族等

からの相談に応じる。 

また、兵庫県が実施する相談員研修を利用

するなど、相談員のスキルアップを支援す

る。 

（知的障害者相談員） 
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施策名 

（所管課及び関係団体） 

施策内容 今年度事業実績 課題 来年度取組み方針 

キルアップを支援している。 

（知的障害者相談員） 

知的障害者相談員を設置し、知的障害者本人またはその保護者か

らの相談に応じ必要な指導、助言を行っている。 

知的障害者相談員を設置し、知的障害者本

人またはその保護者からの相談に応じ必要

な指導、助言を行う。 

また、兵庫県手をつなぐ育成会の実施する

相談員研修会を利用するなどし、相談員の

スキルアップを支援する。 

 情報内容、提供方法の充

実 

（社会福祉課） 

情報収集、利用などが困難な障害

のある人に対して情報格差の解消を

図るために、障害の状況に応じた多

様な情報提供について検討を進めま

す。 

 市のホームページ、市広報紙「広報

とよおか」、防災行政無線などの情報

については、障害のある人にわかり

やすい情報の提供に努めます。 

 視覚障害のある人には、活字文章

の音声などへの対応、聴覚障害のあ

る人にはＦＡＸ、メール、磁気ループ

設置による情報提供など、障害の種

類に配慮した提供方法の充実に努め

ます。 

「点字・声の広報発行事業」において、事前登録をした希望者に

配布を行っている。（広報 12回/年 議会だより 4回/年） 

防災情報ＦＡＸにて台風時（8月に 1回、10月に 2回）情報提供

を行った。（今年度計 3回） 

 視覚障害者については、「点字・声の広報

発行事業」により行政情報等を音声で伝え

ることで情報格差の解消を図る。 

聴覚障害者については、ＦＡＸ・メール・

磁気ループ等を有効に活用しながら情報提

供を行い、情報格差の解消を図る。 

 情報内容、提供方法の充

実 

（秘書広報課） 

 広報ハンドブックに基づいた分かりやすく、効率･効果的な市

ホームページ、市広報紙、防災行政無線などによる情報発信。 

 なお、市ホームページは平成 30 年５月の更新に向け、高齢者

および障害のある人を含む全ての人が利用しやすい情報提供環

境を整備中。 

高齢者や障害者など心身の機能に制約ある

人でも、年齢的･身体条件に関わらないさまざ

まな情報提供方法の実現。 

市ホームページでは、高齢者および障害

のある人を含む全ての人が利用しやすくす

るため、総務省が推奨している日本工業規

格「高齢者･障害者等配慮設計指針」を準拠

し、適合レベルのＡＡ(ダブルエー)を目指

す。 

 電子媒体を活用した情

報提供の実施 

（社会福祉課） 

携帯電話、パソコン、スマートフォ

ンなどによるインターネットの普及

状況を踏まえ、電子媒体を活用した

情報提供を行います。 

防災 FAX・メールについては、定期的に登録者の加除修正を行

い、実際の情報提供についても、秋に発生した大型台風の接近時

に際して、進路情報や避難情報等の行政無線で放送される情報

を、登録者に向けて随時情報提供を行った。 

電子媒体を利用した情報提供サービスにつ

いては、現在のところ、防災ＦＡＸ・メール送

信を除いて特に進展はないが、中長期的には利

用希望者のニーズを把握して、情報が必要な方

にとってより良い形で情報が届けられるよう

な方法の模索を進めていく。 

電子媒体を利用した情報提供サービスに

ついては、利用希望者のニーズの把握に努

める。 

 防災ＦＡＸ等については、引き続き、防災

部局とも連携しながら進めていく。 

 電子媒体を活用した情

報提供の実施 

（秘書広報課） 

 市ホームページの情報内容の充実。携帯電話会社と連携した

｢高齢者向けスマートフォン教室｣の実施。スマートフォンアプリ

を利用した市政情報(市広報紙、市ホームページ新着情報)の配

信。 

市ホームページの情報内容のさらなる充実化 市ホームページの情報内容の充実。携帯

電話会社と連携した｢高齢者向けスマート

フォン教室｣の実施。スマートフォンアプリ

を利用した市政情報(市広報紙、市ホームペ

ージ新着情報)の配信。 

 ③障害の早期発見・早期対応 

  早期発見・療育の充実

【乳幼児健康診断】 

（健康増進課） 

乳幼児健康診査（４か月児、７か月

児、１歳６か月児、３歳児）の受診率

の向上、内容の充実に努め、発達段階

に応じた保健指導を行います。また、

発達確認や健康保持、増進、疾病、虐

・乳幼児健康診査実施状況（市内 3会場で実施） 

 豊岡会場 日高会場 出石会場 

4 か月児 21 回 12 回 12 回 

7 か月児 20 回 12 回 12 回 

1 歳 6か月児 18 回 6 回 6 回 

・１歳 6 か月児健診、３歳児健診の受診率は

98％ベースで推移しているが、再三受診を勧め

ても健診を受診をしない児がある、このような

家庭は課題を抱えている場合も少なくなくい

ためフォローを充実することが必要。 

・乳幼児健康診査の実施・内容の充実を図

る。 

4 か月児健診 年 45回（市内３会場）実

施予定 

7 か月児健診 年 44回（市内３会場）実
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待の早期発見、親子同士の交流など、

育児支援の役割も果たせるよう対応

します。 

 さらに、未受診者に対してのフォ

ローも行います。 

3 歳児 18 回 6 回 6 回 

 

・未受診者に対し、電話や家庭訪問等で、受診勧奨や情報把握に

努めている。 

・発達が気になる児・発達障害が疑われる児や親子の関わりに課

題がある児に対しては、電話や家庭訪問、発達相談、育児支援教

室等を実施し保護者の支援を行っている。 

・児の発育・発達の課題や育児不安の軽減を図

るためには、医師・保健師・臨床心理士・栄養

士・歯科衛生士等の多職種が連携をして、課題

の共有をすることが必要。 

施予定 

1 歳 6か月児健診 年 30回（市内３会場）

実施予定  

3 歳児健診 年 29 回（市内３会場）実施

予定(出石会場 1回休止） 

・受診率の向上に努め、未受診者に対して

は、電話や家庭訪問等でフォローする。 

 発達障害児に対する相

談体制の充実、育児支援 

（健康増進課） 

健康診査、５歳児発達相談などに

おいて、発達障害が疑われる子ども

には、その後の相談、訪問により専門

機関を紹介します。 

 また、発達が気になる子どもには、

親子のかかわり方を中心にした集団

指導や臨床心理士などによる個別指

導を実施することで、子どもの心身

の発達につながる支援と保護者に対

する相談体制の充実に努めます。 

・のびのびキッズ（心理相談） 70 回程度実施（市内 3会場） 

・わんぱくクリニック（発達相談） 年９回実施 

・こがもらんど（育児支援教室：集団指導） 年 24 回実施  

・にじっこくらぶ（育児支援教室：個別指導）年 11 回実施 

・5歳児発達相談 年 10回実施（こども育成課と共催実施） 

・にこにこ教室（2 歳児育児教室） 豊岡会場 年９回、日高会

場 年４回、出石会場 年３回実施 

・心理相談 随時実施発達が気になる児 

・１歳６か月児健診等で行動面や言語面の課

題が顕在化してくる場合が多いが、保護者が発

達に対して気がかりを感じない場合も多く、早

期の支援が大切ではあるが、専門医の診察や臨

床心理士の発達相談等につながりにくい場合

もある。 

・関係機関との連携として、生活の場であり集

団の場である園との情報共有や継続した見守

り、支援ができる体制が不十分な現状にあり、

園など関係者間での情報共有をする体制の検

討が必要。 

・発達が気になる児・発達障害が疑われる

児や親子の関わりに課題がある児、育てに

くさを訴える保護者に対して、相談や支援

を行う。 

 5 歳児発達相談 年 10回開催予定 

 専門医による発達相談 年11回開催予定 

 臨床心理士による心理相談 70 回程度実

施予定 

 子育て支援教室 年 24回開催予定 

・育児教室の開催 

 2 歳児対象 年 16回（市内 3会場）開催

予定 

・育児支援教室 集団指導：24回 個別指

導：12 回開催予定 

 発達障害児に対する相

談体制の充実、育児支援 

（こども支援センター） 

 ・こども支援センターでは、保護者や学校園からの子どもの発達

に関する相談を受けて、臨床（発達）心理士等による個別相談を

実施し、子どもの状況を把握しながら、親子の関わり方や支援の

手立てなどについて支援している。また、必要に応じて発達検査

等を実施している。 

発達（教育）相談件数 270 件（来所 234 件、電話 36 件） 

 発達検査等件数 152 件（WISC-Ⅳ、KABC-Ⅱ、新版 K 式、視機

能検査等） 

・健康増進課の乳幼児健診・育児支援教室において、こども支援

センター臨床心理士による子どもの発達に関する相談等を実施

し、必要に応じて専門機関につなぐ。 

子どもの発達に関する相談では、子どもの発

達特性や保護者の思いも踏まえて、子どもへの

関わり方や家庭でできる支援の手立てを伝え

ることが必要。 

 毎年８月に市教育委員会の教育相談を受け

るために、春から夏にかけて専門機関での相

談・検査依頼が集中する。 

・こども支援センター発達（教育）相談の実

施 

  臨床（発達）心理士 

  特別支援教育コーディネーター 

  

・健康増進課の乳幼児健診等における臨床

心理士相談の実施 

 地域療育体制の充実 

（社会福祉課） 

障害の早期発見、相談、指導、通園、

通所がスムーズに行われるよう、保

健、医療、福祉、教育などの関係機関

との連携を図り療育体制の充実に努

めます。 

スムーズに相談や療育が行えるよう、個別ケースに応じて、関

係機関と連携を図った。 

・障害児通所支援の利用者増にともない、相談

支援事業者の扱うケースも年々増えており、新

規申請から利用計画案が提出されるまでに時

間を要することや、新規受付ができないところ

もある。 

引き続き、スムーズに相談や療育が行え

るよう、個別ケースに応じて、関係機関と連

携を図る。 

 地域療育体制の充実 

（健康増進課） 

 ・乳幼児健診等で、多職種が連携し、児の発育・発達の課題や虐

待の早期発見、育児不安の軽減に努めていく。 

・未受診者に対し、電話や家庭訪問等で、受診勧奨や情報把握に

努めていく。 

・発達が気になる児や育てにくさを訴える保

護者に対して、多職種が連携し保護者を支援す

ることが大切であり、関係者間での情報交換を

図る体制を検討することが必要。 

・親子の関わりやコミュニケーションの質の

低下などにより、発達やコミュニケーションに

課題を生じるこどもが増えている。親子の関わ

・乳幼児健診に、医師・保健師・臨床心理士・

栄養士・歯科衛生士等の多職種が従事する

ことで、児の発育・発達の課題や保護者の課

題を多角的に理解し育児不安の軽減を図

る。また、必要に応じて、専門医の診察や臨

床心理士の相談等を実施し保護者を支援す

る、あわせて関係者間での情報共有につい
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施策名 

（所管課及び関係団体） 

施策内容 今年度事業実績 課題 来年度取組み方針 

りを中心として家族全体を視野に入れた個別

指導、集団指導の出来る体制の整備をすすめる

必要がある。 

ても検討をすすめる。 

・発達が気になる児や育てにくさを訴える

保護者に対しての教室、相談など適切な場

への参加を勧めることとフォローを充実す

る。 

 地域療育体制の充実 

（こども育成課） 

 ・子どもの発達に関する相談において、保護者が子どもの発達特

性に気づき、家庭での子どもへの関わり方支援の手立てを提案す

る。また、必要に応じて療育機関等の専門機関につなぐ。 

 発達相談（電話、来所、学校訪問）  270 件  

 発達検査、視機能検査等       152 件 

 関係機関との連携（県立特別支援学校、北但広域療育センター、

県こども家庭センター） 

 

・保育園・こども園等に在園している発達の気がかりな園児を対

象に、健康増進課・こども育成課・こども支援センターの連携に

よるすくすく訪問支援事業を実施し、保育中の園児の状況を確認

し支援の手立てを提案している。 

訪問園 26 園（34回）  対象園児数 124 人（2～5歳児） 

 こども支援センター発達相談において、発達

の特性から療育が必要と思われる場合は、保護

者の理解を得ながら療育機関等の専門機関に

つないでいく。 

・こども支援センター発達相談において、

保護者の子どもの発達特性に気づきと、家

庭や学校園において子どもの支援の手立て

を提案する。 

 発達相談（電話、来所、学校訪問） 

 発達検査、視機能検査等 

 関係機関と連携（県立特別支援学校、北但

広域療育センター、こども家庭センター） 

 

・健康増進課・こども育成課・こども支援セ

ンターの連携により、すくすく訪問支援事

業を実施する。 

 地域療育体制の充実 

（こども支援センター） 

 ・子どもの発達に関する相談において、保護者が子どもの発達特

性に気づき、家庭での子どもへの関わり方支援の手立てを提案す

る。また、必要に応じて療育機関等の専門機関につなぐ。 

 発達相談（電話、来所、学校訪問）270 件 

 発達検査、視機能検査等 152 件 

 関係機関との連携（県立特別支援学校、北但広域療育センター、

県こども家庭センター） 

・保育園・こども園等に在園している発達の気がかりな園児を対

象に、健康増進課・こども育成課・こども支援センターの連携に

よるすくすく訪問支援事業を実施し、保育中の園児の状況を確認

し支援の手立てを提案する。 

 訪問園 26 園（34 回）対象園児数 124 人（2～5歳児） 

こども支援センター発達相談において、発達

の特性から療育が必要と思われる場合は、保護

者の理解を得ながら療育機関等の専門機関に

つないでいく。 

・こども支援センター発達相談において、

保護者の子どもの発達特性に気づきと、家

庭や学校園において子どもの支援の手立て

を提案する。 

 発達相談（電話、来所、学校訪問） 

 発達検査、視機能検査等 

 関係機関と連携（県立特別支援学校、北但

広域療育センター、こども家庭センター） 

・健康増進課・こども育成課・こども支援セ

ンターの連携により、すくすく訪問支援事

業を実施する。 

 こども支援センターを

中心としたこども支援

機関の連携 

≪拡充≫ 

（こども教育課） 

こども支援センターを通して、発

達障害児等に対する支援体制の充実

を図るとともに、児童、生徒や保護者

と学校、保育所、幼稚園、認定こども

園、北但広域療育センターをはじめ

とする関係機関との円滑な連携を進

め、子どもの成長を支援します。 

・こども支援センターでは、保護者や学校・園からの子どもの発

達に関する相談支援を行っている。必要に応じて療育機関や医師

と連携している。 

発達相談件数 270 件（来所 234 件・電話 36 件） 

 発達検査等  152 件 

 

・学校・園からの相談等を受けて、こども支援センターが学校訪

問等により、個別の支援が必要な児童・生徒への関わり方や支援

の手立てを提案している。 

 学校・園訪問  402 件 

 ・発達相談・教育相談（随時） 

・学校・園訪問(４～５月・随時) 

・個別の支援が必要な児童・生徒について、

異校（園）種間でサポートファイルや個別の

教育支援計画等を確実に引き継いでいく。 

 こども支援センターを

中心としたこども支援

機関の連携 

≪拡充≫ 

 現場職員向けの取組実績 

・「気になる子どもたち」にかかる園職員向けの訪問事業として

「すくすく訪問支援事業」を実施 

（26園、124 名） 

 ・現場職員向けについては、今年度の取組

と同様を予定。 

・各園で子どもの発達特性に合わせた配慮

事項を、保幼小連絡シートやサポートファ
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施策名 

（所管課及び関係団体） 

施策内容 今年度事業実績 課題 来年度取組み方針 

（こども育成課） ・関西国際大学准教授百瀬和夫氏を招聘し、主に幼・保・こ園職

員を対象に「特別支援教育研修」を３回実施 

イルにより小学校就学後に確実に引き継い

でいく。 

 こども支援センターを

中心としたこども支援

機関の連携 

≪拡充≫ 

（社会福祉課） 

 ・こども支援センター、学校、北但広域療育センター、こども家

庭センター、教育委員会、健康増進課による発達障害児等支援連

絡会議を開催（平成 29 年８、12月、平成 30年 2月）し、関係機

関の連携及び情報共有を行った。 

・個別のケースによって、各関係機関との密な連携対応が必要と

なる場合に開かれる連携会議に参加している。 

・発達障害児等支援連絡会議の内容がサポー

トファイルのみとなっており、支援に関する協

議が行えていない。 

・発達障害児等支援連絡会議を開催し、関

係機関の連携と情報共有を行うとともに、

会議のあり方を検討する。 

・引き続き、個別ケースに応じて、関係機関

と連携を図る。 

 こども支援センターを

中心としたこども支援

機関の連携 

≪拡充≫ 

（健康増進課） 

 ・発達の課題や虐待の早期発見、育児不安の軽減に努めている。 

・発達相談・心理相談等を定期的に開催し、発達が気になる児や

発達障害が疑われる児等に対して、相談や支援等を行っている。

また、必要な児と保護者へは、関係機関と連携し、出来るだけ早

期に適切な教室などへ結びつくよう支援している。 

・５歳児発達相談の場に、こども育成課主事に同席を求め、スム

ーズな就学への支援を図る。 

・ケース検討会や連絡会を実施し、関係機関との連携を深めてい

る。 

・発達に課題のある児とその家族への支援へ

個別性が高く、関係者での情報共有が必要とな

るが不十分な現状にあり、就園や就学時にスム

ーズな情報共有が必要。 

・発達相談・心理相談等を定期的に開催し、

発達が気になる児や発達障害が疑われる児

等に対して、相談や支援等を行っている。ま

た、支援が必要な児と保護者へは、関係機関

と連携し、出来るだけ早期に適切な教室な

どへ結びつくよう支援していく。 

・健診等で、医師・保健師・臨床心理士・栄

養士・歯科衛生士等の多職種が連携し、児の

発育・発達の異常や虐待の早期発見、育児不

安の軽減に努める。また、発達障害が疑われ

る児に対しては、早期に療育等につながる

よう、関係機関と連携していく。 

・5歳児発達相談を実施し、スムーズな就学

に向けて、関係機関と連携し支援していく。 

（４）「地域で生活できる」まちづくり 

 ①保健・医療の充実 

  効果的な保健・医療サー

ビスの提供 

（健康増進課） 

相談から治療、訓練、指導に至るま

で、一貫した保健、医療サービスが受

けられるよう、医療関係機関との連

携のもと、効果的なサービスの提供

に努めます。 

すこやか市民健診（５月～11月に 51 日間）における健康相談、

健診結果相談会、地域での健康教室・健康相談時にかかりつけの

医師、歯科医師を持つよう啓発。 

障害児者を対象とする歯科保健相談を９月７日に実施し、16人

参加。 

 

歯科訪問指導 ０名（平成 30年１月末現在） 

口腔訪問指導 ８名（平成 30年１月末現在） 

障害のある方への事業の周知 健康相談や健康教室等の機会を通し、か

かりつけの医師や歯科医師を持つよう啓発

する。 

 効果的な保健・医療サー

ビスの提供 

（高年介護課） 

 基本施策に該当する事業は実施していません。  基本施策に該当する事業は実施していませ

ん。 

 効果的な保健・医療サー

ビスの提供 

（社会福祉課） 

 北但広域療育センターの指定管理者に（福）神戸聖隷福祉事業

団を指定し、幼児期から一貫した療育指導・訓練を提供するとと

もに、保護者・家族への支援の充実、風発達クリニック等関係機

関との連携体制の構築を図り、支援を行っている。 

 北但広域療育センターでは、引き続き幼

児期から一貫した療育指導・訓練を提供す

るとともに、保護者・家族への支援の充実、

風発達クリニック等関係機関との連携体制

の構築を図り、充実した支援を行う。また相

談支援から適切なサービスや医療の提供に

努める。 

 健康、体力づくりの推進 

（健康増進課） 

健康増進施設を活用した障害のあ

る人のスポーツ環境の整備や生活習

・健康増進施設「ウェルストーク豊岡」 

 都度利用者に障害者料金設定（50％割引） 障害者利用者延 214

障害者に対して事業のＰＲが十分にできてい

ない。 

・健康増進施設「ウェルストーク豊岡」 

 都度利用者に障害者料金設定（50％割引） 
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施策名 

（所管課及び関係団体） 

施策内容 今年度事業実績 課題 来年度取組み方針 

慣病予防、運動習慣づくりなどの取

り組みを推進します。 

人 

 ※必要に応じてスタッフによる個別説明、指導を実施 

・健康運動教室「はつらつチャレンジ塾」 

  障害者参加者 1人 

 ※必要に応じてスタッフによる個別説明、指導を実施 

・玄さん元気教室  

  未把握 

・健康運動教室「はつらつチャレンジ塾」 

  障害者参加者の積極的な受入 

・玄さん元気教室  

  障害者参加者の積極的な受入呼び掛け 

・健康ポイント制度 

  健康ポイント制度リニューアルに伴う

積極的な参加呼び掛け 

 リハビリテーション体

制の充実 

（健康増進課） 

障害のある人が、その障害に応じ

た機能訓練などを受けることができ

るよう、リハビリテーション体制の

充実に努めます。 

・在宅リハビリ訪問 

実人数 18人 延べ人数 20 人（平成 29年度見込み） 

・在宅リハビリ訪問事業は、継続的な利用を目

的としていないため、継続的なリハビリが必要

な方には、継続的に利用できるような支援が必

要です。（現状では、医療や福祉サービス利用

へつながるよう支援している。） 

・在宅リハビリ訪問が必要な方への周知が必

要です。 

・在宅リハビリ訪問事業（理学療法士・作業

療法士による指導） 

 障害のある人も住み慣れた地域・家庭で

安心してその人らしい生活を継続していく

ことができるよう、身心の状況に応じた生

活環境の整備や日常生活上の相談や助言を

行う。 

 障害の特性に配慮した

保健・医療サービスの充

実 

（社会福祉課） 

障害の特性に配慮した保健・医療

サービスが受けられるよう努めると

ともに、医療的ケアが必要な障害児・

者や難病患者に対するサービス基盤

を充実させるための方策を検討しま

す。 

・対象者が自立支援医療（精神通院・更生医療・育成医療）を適

切に利用できるよう、医療機関と連携しながら、制度の周知に努

めた。 

 ・対象者が自立支援医療（精神通院・更生医

療・育成医療）を適切に利用できるよう、医

療機関と連携しながら、制度の周知に努め

る。 

 障害の特性に配慮した

保健・医療サービスの充

実 

（健康増進課） 

    

 ②精神保健施策の推進 

  理解促進、啓発活動の推

進 

（社会福祉課） 

研修会や教育現場などさまざまな

場面での啓発活動を通じて、精神障

害に対する理解の促進を図り、精神

障害のある人が暮らしやすい地域社

会をつくります。 

・障害者週間に合わせて、精神障害者に対する理解の促進を図る

ため、啓発記事を市広報紙 12月号に掲載した。 

・12/12 但馬地区精神保健福祉研修会による啓発を共催し支援 

・6/17 生活支援センターほおずきによる地域交流・啓発事業の後

援 

・ひきこもり支援啓発用パンフレットを市内コンビニエンススト

アに設置 

精神障害者の地域移行がすすめられる中、地

域での精神障害者に対する理解と、精神障害者

も含めて誰もが暮らしやすい地域づくりに向

けて、精神障害者の果たせる役割を見出してい

く必要がある。 

・市ホームページや広報紙等を活用しての

啓発を継続 

・但馬地区精神保健福祉研修会や生活支援

センターほおずきによる啓発事業への協力 

・ひきこもり支援啓発用パンフレットの配

布や市内コンビニエンスストアへの更新設

置 

 理解促進、啓発活動の推

進 

（健康増進課） 

 ・自殺予防週間・自殺対策強化月間キャンペーンの実施（９月・

３月） 

 市広報による啓発、ポスター掲示、ホームページへ啓発記事の

掲載 

・図書館でこころの健康づくりに関する本の紹介コーナーの設置 

・地域での健康教室に出向いた際に、うつ予防の健康教育を実施  

６会場で 104 名（平成 29年度末見込） 

精神障害による社会生活の困難さは外から

は見えにくく、当事者の生きづらさが理解され

にくいという現状があります。 

 精神障害について十分な理解が得られてい

ないため、障害のある人の自立や社会参加が妨

げられることもあります。引き続き関係機関と

の連携により、精神障害に対する正しい理解と

認識を深めるための広報・啓発活動が必要で

す。 

 また、こころの健康づくりのため、うつ予防

などこころの健康に関する正しい理解につい

ての啓発も必要です。 

・自殺予防週間・月間キャンペーンの実施

（９月・３月） 

 市広報による啓発、ポスター掲示、ホーム

ページへ啓発記事の掲載 

・図書館でこころの健康づくりに関する本

の紹介コーナーの設置 

・地域での健康教室に出向いた際に、うつ

予防の健康教育を実施 
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施策名 

（所管課及び関係団体） 

施策内容 今年度事業実績 課題 来年度取組み方針 

 こころの健康づくりの

推進 

（健康増進課） 

自殺、うつ病の相談窓口の充実や

支援体制の整備を図るとともに、自

殺、うつ病のハイリスク層に対する

支援のあり方を検討します。 

・こころのケア相談（2か月に 1回実施） 相談実績 延 21 件

（平成 29年度末見込） 

・こころの相談室（毎月１回実施） 相談実績 延 27 件（平成

29 年度末見込） 

・こころの相談事業のチラシを作成し、関係機関への配布 

 医療機関、各健康福祉センター、コミュニティセンターなどに

設置 

・相談窓口 PR カードを作成し、市内コンビニエンスストア 29

か所に設置 

・ゲートキーパー研修 参加者 87 人（市職員 27 人、支援者 40

人、民生委員 20 人）（平成 29年度末見込） 

豊岡市健康行動計画（第 1次）の最終評価で

は、依然ストレスを感じている人は多い

（77.8％）状況にあります。また、ストレスが

大きい人は、誰にも相談できず悩んでいる可能

性が高い傾向にあります。相談しやすい環境づ

くりと、いつもと比べて元気のない人に気が付

いたときに声を掛け合える関係づくりが必要

です。 

・こころのケア相談（２か月に１回実施） 

・こころの相談室（毎月１回実施） 

・こころの相談事業のチラシを作成し、関

係機関への配布 

 医療機関、各健康福祉センター、コミュニ

ティセンターなどに設置 

・相談窓口ＰＲカードを作成し、市内コン

ビニエンスストアに設置 

・相談窓口ＰＲステッカーを作成し、市内

コンビニエンスストアや各健康福祉センタ

ー、コミュニティセンター、図書館のトイレ

に設置 

・地域での健康教育及びゲートキーパー養

成研修の実施 

 関係機関との連携 

（社会福祉課） 

相談支援やケアマネジメントなど

に携わる支援者が専門性を持って、

充実した支援を提供することができ

るよう、障害者自立支援協議会を核

とした関係機関の連携強化や人材育

成を図ります。 

・豊岡市障害者自立支援協議会に相談支援グループを設け、定期

的に会議を開催し、スキルアップや情報共有を行った。 

・豊岡市ひきこもり支援連絡会議を６回/年開催し、事例検討など

を通じて、ひきこもり支援において、関係機関で連携して支援に

あたっている。 

 引き続き、障害者自立支援協議会やひき

こもり支援連絡会議を通じて、関係機関連

携の強化を図っていく。 

 関係機関との連携 

（健康増進課） 

 ・自殺対策庁内連絡会議の開催（1 回目 4 月 26 日開催、2 回目 

12 月 1 日開催） 

・自殺を予防するための実務者会議の開催（１回目 5月 16 日開

催、2回目 6月 2日開催、3回目 11 月 22 日開催） 

・こころの健康に関する「庁内つなぎ先一覧」の庁内各課への配

布 

・地域包括支援センターやケアマネジャーを対象にこころの相談

事業チラシを配布 

・図書館による協力のもと、こころの相談窓口のＰＲカードやひ

きこもり支援のチラシを配布 

・ゲートキーパー研修 参加者 87 人（市職員 27 人、支援者 40

人、民生委員 20 人）（平成 29年度末見込） 

自殺予防対策関連事業等の実施により、ここ

ろの健康に関する相談が健康増進課へつなが

る事例が増えている傾向にあると感じる。今後

もよりスムーズな連携を目指し、引き続き関係

機関へ向けての情報発信をしていく必要があ

ります。 

 相談機関につながりやすい環境づくりを目

指し、市職員・支援者・民生児童委員等を対象

にしたゲートキーパー研修を継続する必要が

あります。 

・自殺対策庁内連絡会議の開催 

・自殺を予防するための実務者会議の開催 

・こころの健康に関する「庁内つなぎ先一

覧」の庁内各課への配布 

・地域包括支援センターやケアマネジャー

を対象にこころの相談事業チラシを配布 

・支援者対象のゲートキーパー養成研修の

実施 

 地域移行・地域定着の推

進 

≪拡充≫ 

（社会福祉課） 

地域生活への移行を進めるため、

県が開催する精神障害者地域移行・

地域定着戦略会議等と連携を図りな

がら、相談支援事業者による地域移

行・地域定着の取り組みが円滑に実

施できるよう支援します。 

 また、身近な地域における社会参

加や交流の場としての役割をもつ地

域活動支援センターの活動を支援し

ます。 

・地域移行支援の支給実績８件（１月末時点） 

・地域定着支援の支給実績１５件 

・精神障害者地域移行・地域定着戦略会議に毎月参加 

 医療機関や関係機関と連携し、円滑な地域生活への移行を図っ

ている。 

・地域活動支援センターを全 10 施設に補助金交付及び、交流会

の開催や紹介パンフレットや市ホームページで啓発。 

病棟での説明会などへの参加者も減少して

きており、退院意欲のある患者の地域移行はす

すんだが、今後は地域移行により多くの課題を

抱える患者になり、更なる支援機関の連携や環

境調整が必要になる。 

また市内の障害者対応のグループホームは

常に満床状態であり、グループホームから一般

住宅などへの地域移行が必要である。 

・精神科病床などからの地域生活への移行

については、更なる支援機関との連携を図

り、地域移行支援や地域定着支援のスムー

ズな利用につなげていく。 

・グループホームから一般住居への移行に

ついては、住まいの確保にかかる取組みと

も関連付けて検討するとともに、地域生活

に必要なサービスの提供について、個々の

ケースに応じて相談支援事業所と調整す

る。 

・地域活動支援センターに対し、補助金交

付や啓発協力、研修会等で活動を支援する。 
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施策名 

（所管課及び関係団体） 

施策内容 今年度事業実績 課題 来年度取組み方針 

 地域移行・地域定着の推

進 

≪拡充≫ 

（健康増進課） 

 保健師の精神保健に関する訪問のうち、社会復帰支援に向けた

訪問件数 延 68 件（平成 29 年度末見込） 

精神障害のある人が地域で安心していきい

きと暮らすことができるようにするには、保

健・医療・福祉サービスなどの充実とともに、

関係機関との連携による精神障害に対する正

しい理解と認識を深めるための広報・啓発活動

が必要です。 

・こころの健康づくり対策として、自殺や

うつ病予防の啓発活動を推進していく。 

・精神疾患を持つ人の社会復帰に向けて、

関係機関と連携しながら個別支援を充実し

ていく。 

 ③生活支援の充実 

  地域生活支援拠点等の

整備 

≪新規≫ 

（社会福祉課） 

障害のある人の重度化や高齢化、

「親亡き後」を見据え、居住支援のた

めの機能（相談、体験の機会・場、緊

急時の受け入れなど）を、地域の実情

に応じた創意工夫により整備し、障

害のある人の生活を地域全体で支え

るサービス提供体制を構築します。 

地域生活支援拠点整備の事例等の調査を行った。 

相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターの機能

充実を図るため、他市のセンターの視察を行った。 

拠点整備の機能の詳細な内容や基準は示さ

れておらず、必要な機能や充足の程度の判断は

市が行うこととなっているため、市で整備方針

を定める必要がある。 

市の現状と課題を踏まえ、整備する機能の優

先順位を決める必要がある。 

地域生活支援拠点等の体制を検討 

体制整備に向け取組み、スケジュールを作

成 

 重度の障害のある人、障

害のある人の高齢化へ

の対応 

（社会福祉課） 

重度の障害のある人が、地域で自

立して生活していくために必要な支

援を行うとともに、全国的にも進み

つつある障害のある人及び介助者の

高齢化への対応に努めます。 

○重度の人を対象としたサービス体

制（短期入所など）の充実 

○豊岡市老人福祉計画・第６～７期

介護保険事業計画の施策との調整 

○地域包括支援センターなどとの連

携 

重度の障害のある人が、地域で自立して生活していくために必

要な支援を行うとともに、全国的にも進みつつある障害のある人

及び介助者の高齢化への対応に努めた。  

・重度の人を対象としたサービスの確保 

・豊岡市老人福祉計画・第５期介護保険事業計画の施策との調整 

・地域包括支援センターなどとの連携 

・豊岡市障害者自立支援協議会運営会議せいかつ部会と連携し、

重症心身障害児者の支援体制について協議を行った。 

対象者のニーズを掘り下げ、求められるサー

ビスの充実を図る等の取り組みが必要だが、ニ

ーズ把握が難しい状況にある。 

重度の障害のある人が、地域で自立して

生活していくために必要な支援を行うとと

もに、全国的にも進みつつある障害のある

人及び介助者の高齢化への対応に努める。  

・重度の人を対象としたサービスの確保 

・豊岡市老人福祉計画・第５期介護保険事

業計画の施策との調整 

・地域包括支援センターなどとの連携 

・豊岡市障害者自立支援協議会運営会議せ

いかつ部会と連携し、重症心身障害児者

の支援体制について協議を行う。 

 重度の障害のある人、障

害のある人の高齢化へ

の対応 

（高年介護課） 

 ・自立支援サービス事業所、実施事業者との連携を密にし、相談

業務に努めた。 

・外出困難な高齢者等の在宅生活を支援するため、利用者の利便

性等を考慮して事業の実施に努めた。 

（Ｈ29.12 月末現在） 

  
支給対象者数

（人） 

支給件数

（件） 
支出額（円） 

家族介護用品

支給事業 
64  378  2,223,356  

訪問理美容サ

ービス事業 
15  9  18,000  

 

・家族介護用品支給事業においては、制度外で

実施する事業者が見込まれるため、事業推進の

手法等の見直しが必要。 

 

・家族介護用品支給事業に係る国の検討状況

について情報を収集しつつ、補助金対象外とな

った場合のあり方について検討が必要。 

 

・訪問理美容サービス事業の利用者が、一部地

域に偏っている。 

・家族介護用品支給事業については、平成

30 年度は現行のとおり実施する。 

 

・訪問理美容サービス事業については、利

用者数の動向によっては、事業の見直しを

検討する。 

 障害福祉サービス等の

利用促進 

（社会福祉課） 

障害のある人の地域での自立した

生活を支えるため、障害福祉サービ

スや自立支援医療費及び補装具費の

支給など、各サービスの利用にあた

り、必要な人が適切に利用できるよ

う、事業の周知やニーズの把握に努

めます。 

・対象者が自立支援医療（精神通院・更生医療・育成医療）を適

切に利用できるよう、医療機関と連携しながら、制度の周知に努

めている。 

・但馬地区での補装具巡回相談について、豊岡地区での開催につ

き、防災無線で案内した。 

・障害福祉サービス等の概要をわかりやすくまとめた「障害者福

祉のしおり」を改定し、市ホームページに掲載するとともに、冊

障害福祉サービスは、適用範囲や対象者要件

が制度により異なっており、理解されにくい。 

・対象者が自立支援医療（精神通院・更生医

療・育成医療）を適切に利用できるよう、医

療機関と連携しながら、制度の周知に努め

る。 

・補装具を必要とする身体障害者（児）へ補

装具が障害者総合支援法に基づき、正しく、

適切に交付されるよう、手帳交付の際や窓
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子を窓口で配布した。 口での相談の際に積極的に制度の周知を図

る。また、豊岡市で行われる補装具巡回相談

について、市広報へ掲載し周知し、身体障害

者の方々の負担が極力少なくすむよう、積

極的に案内する。 

 障害福祉サービスの質

の向上 

（社会福祉課） 

障害者自立支援協議会を通じて、

サービス事業者間の連携による情報

交換の機会や研修会を設け、障害福

祉サービスの質の向上に努めます。 

また、サービス事業者への外部評

価などの仕組みの活用を促進しま

す。 

 障害者自立支援協議会において、サービス管理責任者ネットワ

ーク会議を平成 30年 1月 26 日（金）に開催 

 引き続き、サービス事業者間の連携によ

る情報交換の機会や研修会を設け、障害福

祉サービスの質の向上に努める。 

 地域生活支援事業の推

進 

（社会福祉課） 

障害のある人が、日常生活を快適

にかつ安全に送ることを支援するた

め、障害者総合支援法に基づく地域

生活支援事業を推進します。 

地域生活支援事業実施要綱にある下記事業を実施 

・自発的活動支援事業     ・相談支援事業 

・成年後見制度利用支援事業  ・意思疎通支援事業 

・日常生活支援用具給付等事業 ・手話奉仕員養成研修事業 

・移動支援事業     ・地域活動支援センター機能強化事業 

・訪問入浴サービス      ・生活訓練等 

・日中一時支援        ・レクリエーション活動等支援 

・点字・声の広報等発行事業 

今年度は「理解促進研修・啓発事業」は実施

できていない。 

引き続き、地域生活支援事業実施要綱に

ある事業を実施する。 

 理解促進研修・啓発事業については、効果

的な実施方法について検討する。 

 移動、交通手段の充実

【（１）-③の再掲】 

≪拡充≫ 

（都市整備課） 

障害のある人が地域において自立

した生活を営める環境づくりや、社

会参加しやすい環境づくりをめざ

し、移動の不自由さの解消、交通手段

の充実に努めます。 

また、障害のある人にとって電車や

バスなどの公共交通機関が使いやす

くなるよう取り組みを進めます。 

５ページ「移動、交通手段の充実」に掲載 ５ページ「移動、交通手段の充実」に掲載 ５ページ「移動、交通手段の充実」に掲載 

 移動、交通手段の充実

【（１）-③の再掲】 

≪拡充≫ 

（高年介護課） 

 ５ページ「移動、交通手段の充実」に掲載 ５ページ「移動、交通手段の充実」に掲載 ５ページ「移動、交通手段の充実」に掲載 

 移動、交通手段の充実

【（１）-③の再掲】 

≪拡充≫ 

（社会福祉課） 

 ５ページ「移動、交通手段の充実」に掲載 ５ページ「移動、交通手段の充実」に掲載 ５ページ「移動、交通手段の充実」に掲載 

 ④家族等介護者の支援 

  福祉サービスなどの利

用促進 

（社会福祉課） 

障害のある人やその家族が、福祉

サービスやボランティア活動、地域

の福祉活動などについて知識を深め

られるように、市ホームページ、出前

講座、障害者福祉のしおりなどによ

り情報提供を行うとともに、これら

福祉サービスなどの利用促進を図り

・障害福祉サービス等の概要をわかりやすくまとめた「障害者福

祉のしおり」を改定し、市ホームページに掲載するとともに、冊

子を窓口で配布した。 

・「声の広報」等の作成・配布 等 

・防災情報 FAX 台風接近に伴い送信を行った。 

 「障害者福祉のしおり」の適宜修正（法改正

に伴うもの等） 

声の広報・議会だより発行事業（豊岡市視覚

障害者協会へ委託） 

 録音図書  年間３タイトル１５巻 

 市広報   年１２回 

 議会だより 年４回 



 2018.3 豊岡市障害者福祉計画策定・推進委員会 資料１ 

24 

施策名 

（所管課及び関係団体） 

施策内容 今年度事業実績 課題 来年度取組み方針 

ます。  点字図書  年間１５巻 等  

防災情報・ＦＡＸメール配信 不定期 災

害時のみ 

 福祉サービスなどの利

用促進 

（高年介護課） 

  介護保険制度に基づいたサービスの利用ができるよう、市広

報、市ホームページ、出前講座、冊子などにより制度内容の周知

を図りました。 

 冊子：「介護保険のしおり」（1,500 部）、「みんな笑顔で介護保

険」（2,500 部）、「介護保険料のしおり」（28,000 部）、「負担割合

証のしおり」（7,000 部）を作成しました。 

 介護に携わる家族等の心身の負担の軽減を

図るため、必要な介護サービスが、必要な時に

受けられるよう情報提供を行うことが必要で

す。 

平成 30 年度は、老人福祉計画・第７期介

護保険事業計画の初年度にあたり、介護保

険制度も大きく改正されていること等か

ら、今まで以上に介護保険制度・老人福祉施

策等の周知を図ります。 

 家族等介護者のこころ

のケア 

（社会福祉課） 

家族介護者が悩みを相談したり、

情報交換したりできるように、家族

介護者同士の交流の機会づくりを支

援するとともに、障害のある人の一

時預かりなどの機会の確保に努めま

す。 

 ・家族介護支援事業 

 ・こころのケア相談 

 ・短期入所などサービス等の情報

提供 

・家族介護者が悩みを相談したり、情報交換したりできるように、

家族会の活動を支援している。 

 2/26 但馬地区精神障害者家族連合会の家族教室に後援 

 豊岡市精神障害者家族会の活動支援（自発的活動支援事業委託

60,000 円）9月より毎月茶話会開催を支援 

・必要な方に、こころのケア相談やこころの相談室、ひきこもり

心理カウンセリング、各種障害者相談などを適宜紹介。 

・障害者当事者と家族がお互いに健やかに過ごせるように、相談

支援事業所を通じて、必要な対象者に短期入所などのサービスの

情報提供を行った。 

 ・家族会活動の支援を継続 

・家族介護者に対し、必要に応じて相談機

会を紹介する 

 家族等介護者のこころ

のケア 

（高年介護課） 

 基本施策に該当する事業は実施していません。  基本施策に該当する事業は実施していませ

ん。 

 家族等介護者のこころ

のケア 

（健康増進課） 

 ・こころのケア相談（奇数月実施中） 相談実績 延 21 件（平

成 29年度末見込） 

・こころの相談室（毎月１回実施中） 相談実績 延 27 件（平

成 29年度末見込） 

家族介護者や障害を抱える方が、こころの健

康を維持するために必要時相談できる場が今

後も必要です。また、短期入所などの必要なサ

ービスが必要なときにうけられるよう、福祉サ

ービスの情報提供を行うことも必要です。 

・「こころのケア相談」 

 精神科医師による定例相談 ２か月に１

回 

・「こころの相談室」 

 臨床心理士及び保健師による定例相談 

毎月１回 

 放課後等の居場所の確

保 

（社会福祉課） 

医療、福祉、学校、地域と連携し、

保育所、放課後児童クラブとの利用

調整や日中一時支援事業の充実を図

り、保護者が安心して就労できる環

境を整備します。 

相談支援事業所において、放課後児童クラブ、放課後等デイサ

ービス、日中一時支援事業など、それぞれの利用者に合わせた計

画が作成され、放課後等の居場所の確保につとめた。 

・地域によっては事業所まで遠く、送迎の都合

がつかずに利用できないケースも少なくな

い。 

・サービス利用だけでなく、地域活動への参

加・受け入れにかかる理解や環境づくりも必

要である。 

・引き続き関係機関と連携し、相談支援体

制を充実し、障害児への適切なサービス提

供を行う。 

・相談支援事業所と連携し、個々の特性や

生活状況に応じた支援について調整する。 

 放課後等の居場所の確

保 

（こども育成課） 

 介護や病人の看護等を理由として、年度当初に保育所の入所申

込みがあった場合は、入所調整し、なるべく保育所に入所できる

よう調整している。年度途中に同様の理由で短期間の保育所利用

の希望があった場合は、一時保育の利用案内をしている。 

※家族の看護を理由とした保育所入所者・・・21名（10月１日現

在） 

 

 同様の理由により、放課後児童クラブの利用申し込みがあった

場合も、利用調整を行った。 

家族の看護を理由とした放課後児童クラブ利用者・・・１名 

待機児童が発生している状況であるため、介

護・看護に係る家庭の児童の受け入れが困難な

場合がある。 

介護・看護に携わる家族等の心身負担軽

減のため、家族の病気や病人等の看病が必

要なときは、児童の保育所や放課後児童ク

ラブ等への入所調整に努める。 
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（５）「安全で安心して暮らせる」まちづくり 

 ①福祉のまちづくり 

  だれにもやさしいまち

づくりの推進 

（社会福祉協議会） 

自然との調和に配慮し、あらゆる

社会的な障壁の除去に努めるととも

に、だれもが利用しやすい施設など

の整備を進めるなど、障害のある人

もない人もともに一人の人間として

いきいきと暮らせるまちづくりを推

進します。 

地域での困りごとの発見や解決に向けての取り組みについて

話し合う場づくりを進め、具体的な取り組みにつながるよう障害

者基幹相談支援センターや関係機関との連携も図った。 

・だれもが安心して快適に暮らすことのでき

るまち、自由に行動できるまちづくりをめざし

て、障害者団体からの意見を取り入れる。 

・障害者差別解消法を基本に、商店が点字メニ

ューや筆談ボードを置いたり、スロープや手す

りの設置をするなど、福祉施策を総合的に推進

する体制も必要。 

行政区の中で、地域での困りごとの発見

や課題の解決に向けた話し合いの場づくり

を地域住民と専門職が協働して進め、だれ

もが安心して暮らせる地域づくりを行いま

す。 

 障害のある人の意見を

聞く場の確保 

（社会福祉課） 

市が進める地域環境や住環境など

のバリアフリー化を含めたまちづく

りに関して、障害のある人の意見を

聞く機会の確保に努めます。 

 また、企業、商店、事業所などが障

害のある人の意見を聞く場を設ける

よう努めます。 

○第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画の策定に伴い、障

害種別（９グループ）ごとにグループインタビューを実施した。 

 視覚 8/4、発達 8/8、肢体・内部 8/21、障害児等 8/21、聴覚 8/22、

精神 8/25、知的 8/27、重心 9/4、特別支援 9/5 

○第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画の策定に伴い、障

害児（18 歳未満）あるいは障害児通所支援サービス利用者（5歳

以上 18 歳未満）を対象にアンケート調査を実施した。 

 対象者数 351 人、回収者数 128 人、回収率 36.5％ 

計画策定しない年度に障害のある方から意

見を聞く機会を検討する必要がある。 

新規事業を行う際には、適宜意見を聞く

場の確保に努める。 

 障害のある人の意見を

聞く場の確保 

（社会福祉協議会） 

 障害のある人が地域で気軽に集える場づくりを進め、その中で

地域生活における困りごとなどの情報収集を行った。障害者基幹

相談支援センターにおいては、相談支援の中で、当事者やその家

族との話し合いにおいて生活課題を聞き取り、関係機関と協働し

ながら検討を行った。 

・地域での困りごとの発見や解決方法を話し

合う場を行政区単位で実施しているが、障害

のある方への理解や、障害の特性などを地域

住民に理解してもらうことは難しい。 

・障害のある人が地域で気軽に集える場づく

りをすすめる中で、地域生活における困りご

と等を聞き、関係機関と連携を図りながら課

題解決に取り組むことが必要。 

・地域で気軽に集える場づくりを各地域で

展開することで、障害のある方の地域生活

における困りごとを把握し課題解決に向け

て関係機関と連携を図る。 

・障害者基幹相談支援センターにおいては、

障害のある方が地域生活の中で抱えている

困りごとを聞き取り、関係機関につなげる

等連携をとりながら、住みやすい地域づく

りを進める。 

 地域環境のバリアフリ

ー化の推進 

（社会福祉協議会） 

兵庫県福祉のまちづくり条例の啓

発、普及に努めるとともに、条例に基

づき、公共施設などの整備、改善及び

段差の解消など、だれもが利用しや

すい施設のバリアフリー化を計画的

に推進します。 

 また、各施設などの個別のバリア

フリー化を進めるとともに、ユニバ

ーサル社会づくりに総合的に取り組

みます。 

【主な整備項目】 

 ○出入り口などの段差解消 

 ○誘導用ブロックの敷設 

 ○多機能トイレの設置 

 ○手すりの設置 

 ○障害者等用駐車区画の設置（兵

庫ゆずりあい駐車場制度の推

進） 

各健康福祉センターに「ゆずりあいの駐車場」のスペースを確

保し、障害のある人が社会参加しやすい環境づくりを進めまし

た。 

 各健康福祉センターに「ゆずりあいの駐

車場」のスペースを確保し、障害のある人が

社会参加しやすい環境づくりを進めます。 
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 交通環境のバリアフリ

ー化の推進 

（都市整備課） 

各関係機関との連携のもと、低床

バスの導入を促進するとともに、公

共交通機関、交通施設、利用情報など

のバリアフリー化の推進に努めま

す。 

ノンステップバスの購入補助（３台） 運行事業者が車両更新される際、バリアフリー

対策としてノンステップ車両の採用を要請。 

【課題】 

 ①コスト増（費用面）への財政措置 

 ②積雪地域へは、ノンステップ車両が導入出

来ない。（走行困難なため） 

ノンステップバスの購入補助（３台） 

 交通環境のバリアフリ

ー化の推進 

（社会福祉課） 

 兵庫ゆずりあい駐車場利用者証交付件数 33 件（平成 30 年 2 月

時点） 

 引き続き、障害者手帳交付の際、兵庫ゆず

りあい駐車場利用者証の周知を図り利用者

の拡大を図る。 

 住環境のバリアフリー

化などの推進 

（建築住宅課） 

障害のある人の多様なニーズに対

応し、住み慣れた居宅で住み続ける

ことができるよう、住宅のバリアフ

リー化を支援します。また、市営住宅

についても、設計や設備などの面で

バリアフリー化を考慮した整備に努

めます。 

特定非営利活動法人に市営久畑二ノ宮特定公共賃貸住宅を貸

し出し、同事業者が行うグループホーム事業を支援した。 

・施設開所  平成 25年 4月 1 日 

・入所者数  13 名（平成 29年 12 月 31 日時点） 

当該住宅の公営住宅としての使用が見込め

ないことから、国から平成 30 年度以降目的外

使用の承認をしない旨通知されている。今後は

目的外使用によってではなく、用途廃止をした

上で貸し付けを行う必要がある。 

当該住宅を平成30年 4月1日付用途廃止

した上で社会福祉課に所管替えし、以降は

社会福祉課から事業者へ貸し付けすること

で引き続きグループホーム事業の運営を支

援する。 

 住環境のバリアフリー

化などの推進 

（社会福祉課） 

 障害者（児）日常生活用具給付事業【居宅生活動作補助用具】 

・H27 ３件 公費負担 580,000 円 住宅改修（段差解消、手摺

り取付） 

・H28 ２件 公費負担 380,000円 住宅改修（浴室の段差解消、

手摺り取付） 

・H29 １件 公費負担 57,600 円 住宅改修（手摺り取付）（平

成 30年１月末） 

 障害者（児）日常生活用具給付事業【居宅

生活動作補助用具】を、引き続き実施する。 

 住まいの確保 

≪新規≫ 

（建築住宅課） 

障害のある人が円滑に住まいを確

保することができるよう、公営住宅

の空室活用及び公的保証人について

検討するとともに、不動産業者等と

の連携に努めます。 

 また、グループホームの整備を支

援するとともに、地域の障害に対す

る理解の促進に努めます。 

特定非営利活動法人に市営久畑二ノ宮特定公共賃貸住宅を貸し

出し、同事業者が行うグループホーム事業を支援した。 

・施設開所  平成 25年 4月 1 日 

・入所者数  13 名（平成 29年 12 月 31 日時点） 

当該住宅の公営住宅としての使用が見込め

ないことから、国から平成 30 年度以降目的外

使用の承認をしない旨通知されている。今後は

目的外使用によってではなく、用途廃止をした

上で貸し付けを行う必要がある。 

当該住宅を平成30年 4月1日付用途廃止

した上で社会福祉課に所管替えし、以降は

社会福祉課から事業者へ貸し付けすること

で引き続きグループホーム事業の運営を支

援する。 

 住まいの確保 

≪新規≫ 

（社会福祉課） 

 グループホーム新規開設サポート事業補助金交付予定 １件 

市 90,000 円、県 90,000 円 

 

豊岡・朝来健康福祉事務所と豊岡市及び豊岡市障害者自立支援協

議会の共催により、「障害者・高齢者・生活困窮者の居住支援研修

会」を平成 30年 3月 1日（木）に開催 

・講演「障害者の居住支援の取り組みと支援体制の充実」 

 講師：阪井土地開発株式会社 代表取締役 阪井ひとみ氏 

 

住宅確保要配慮者である障害者等の住まい

の確保及び入居後の生活を支援する仕組みづ

くり 

住宅確保要配慮者である障害者等の住ま

いの確保及び入居後の生活を支援する仕組

みづくりについて検討する。 

 グループホームの新規開設を支援する。 

 情報、サービスのバリア

フリー化の推進 

（秘書広報課） 

わかりやすい印刷物（市広報紙な

ど）の普及、促進、わかりやすいホー

ムページの作成、運用、会議、講演会、

選挙における配慮などについて、障

 広報ハンドブックに基づいた分かりやすく、効率･効果的な市

ホームページ、市広報紙、防災行政無線などによる情報発信。 

 なお、市ホームページは平成 30 年５月の更新に向け、高齢者

および障害のある人を含む全ての人が利用しやすい情報提供環

高齢者や障害者など心身の機能に制約ある

人でも、年齢的･身体条件に関わらないさまざ

まな情報提供方法の実現。 

市ホームページでは、高齢者および障害

のある人を含む全ての人が利用しやすくす

るため、総務省が推奨している日本工業規

格「高齢者･障害者等配慮設計指針」を準拠
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施策名 

（所管課及び関係団体） 

施策内容 今年度事業実績 課題 来年度取組み方針 

害者団体などの意見を聞きながら、

障害のある人に対応した情報、サー

ビスのバリアフリー化の推進に努め

ます。 

境を整備中。 し、適合レベルのＡＡ(ダブルエー)を目指

す。 

 情報、サービスのバリア

フリー化の推進 

（総務課） 

 7 月の兵庫県知事選挙については計画通り執行できた。10 月の豊

岡市議会議員選挙については解散による衆議院議員総選挙との

同日選挙となった。また、投票日当日は台風接近により投票所閉

鎖時間を繰り上げるといった特殊事象も発生したが、点字版氏名

掲示の備え付けや、音声版選挙のお知らせ・選挙公報などの配布

は通常通り行った。 

 

 

 

 

 

 

・福祉のまちづくり条例「チェック＆アドバイス制度」の点検に

伴う助言に従い、北出入口～総合案内間に誘導用ブロックを追

加設置（H29.3 施工）。 

・北出入口前スロープのコンクリート壁に、衝撃吸収のためのウ

レタンクッションを取付け（利用者からの要望に対する改善）。 

市議会議員選挙及び衆議院議員総選挙の投票

所繰上げ閉鎖については、市当局からの強い要

請を受け、あわただしく決定したが、充分な周

知時間が取れず、結果として周知が不十分とな

った。周知については主に防災行政無線を使用

して行った。この際、聴覚障がい者に対しては、

健康福祉部を通じ、ＦＡＸによる周知を図った

が、今後とも突発的な周知事項が発生した際な

ど、同様の対応を取ることができるよう、連携

確認の必要がある。 

 

 

本庁舎については建設時にバリアフリー化

が十分図られているものの、利用実態や状況変

化によってはまだ十分とは言い切れず、今後も

改修を重ね補完していく必要がある。 

国・県・市とも基本的には選挙の実施予定は

ない。憲法改正国民投票や突発的な選挙執

行の際には、これまでと同様に啓発・情報発

信などバリアフリー化に配慮した取り組み

に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

具体的な事業計画はないが、改善の要望

等があれば、内容の精査、実施の可否を検討

のうえ、随時改良を図っていく。 

 情報、サービスのバリア

フリー化の推進 

（社会福祉課） 

 ・聴覚障害者の方については、ＦＡＸ・メール・磁気ループ等を

有効に活用しながら、情報提供を行い、情報格差の解消を図っ

た。 

・「点字・声の広報発行事業」において、事前登録をした希望者に

配布。（広報 12回/年 議会だより 4回/年） 

・市長選挙等の実施にあたり、視覚障害により１・２級の身体障

害者手帳を所持する障害者のうち、希望者に選挙公報の内容を

録音したＣＤを配布。 

 聴覚障害者については、ＦＡＸ・メール・

磁気ループ等を有効に活用しながら、情報

提供を行い、情報格差の解消を図る。 

視覚障害者については、「点字・声の広報

発行事業」により、行政情報等を音声で伝え

ることで情報格差の解消を図る。 

 観光地における他地域

から訪れる人への対応 

≪拡充≫ 

（大交流課） 

インバウンドの取り組みにより観

光客が増加する中、他地域から観光

客が訪れやすくなるよう、観光地に

おける合理的な配慮の提供の啓発、

推進に努めます。 

観光施設「玄武洞公園」のトイレ整備：多目的トイレの設置（ベ

ビーチェア・温式便座・オストメイト対応） 

すべての観光施設や観光スポットがバリア

フリー化されている訳ではないので、観光事業

者に対して義務付けは難しい部分がある。 

また、城崎の旅館については、建物の構造上、

改修が困難。 

今後の玄武洞公園整備に向け、公園入口

から園内までの階段区間をバリアフリー対

応のスロープに変更するなど、ユニバーサ

ルデザイン化に向けた最終調整を進める。 

 観光地における他地域

から訪れる人への対応 

≪拡充≫ 

（社会福祉課） 

   企業等に対し、合理的な配慮の啓発ができて

いない。 

企業等への啓発方法については、関係課

と情報共有や協議を行う。 

 ②防犯・防災施策の促進 

  災害時要援護者登録制

度の推進、充実 

（社会福祉課） 

「豊岡市地域防災計画」に基づき、

障害のある人などを対象とした災害

時要援護者登録を推進します。 

・災害時要援護者名簿                                                                         

内容を最新とするため、名簿情報を更新し（８月実施済み、３

月予定）、地域支援者に情報提供を行った。 

 ・災害時要援護者名簿                                                                          

内容を最新とするため、名簿情報を年２

回（８月、２月）更新する。                                                                                                

 災害時安心ファイルの

活用 

災害時などに障害のある人が適切

に避難し、避難先で周囲の理解を得

災害時安心ファイルについて、平成 25 年度作成時に約 6 千枚

を配布し、その後も要求に応じて適宜配布している。障害者福祉

災害時安心ファイルについては、障害のある

人だけではなく、周囲の方に知っていただくこ

災害時安心ファイルの内容について、引き

続き障害者福祉のしおりに掲載して周知を
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≪拡充≫ 

（社会福祉課） 

てサポートを受けられるよう、ファ

イルの内容について障害のある人だ

けでなく、広く市民に周知を図りま

す。 

また、障害のある人の直近の状況

を把握することができるようにする

ため、ファイルの更新の呼びかけに

努めます。 

のしおりに内容を掲載し、周知を図った。 とも重要であるため、市民の方に広く周知・啓

発が必要である。 

図るとともに、市広報紙で広く市民の方へ

周知する。 

 地域防災計画の推進 

（防災課） 

出前講座などにより積極的な啓発

に努めます。 

避難にかかる個別支援計画書の作

成例の提供や、対応が進んでいる地

域の事例を紹介するなど、情報提供

に努め、各地域での支援体制づくり

の推進を図ります。 

・災害時要援護者への支援が適切に行き渡るよう、地域への啓発

を行いました。 

  出前講座 計 73 回実施 2,797 人参加 

  （平成 30年２月２日現在） 

・健康福祉部専門職員を対象とした職員研修に、防災課職員４人

が参加しました。 

  30 人参加 

今年度は障害福祉関係団体への出前講座が実

施できませんでした。 

地域で支援する人たち、自主防災組織を

対象とした出前講座を積極的に実施し、自

助・共助・公助による命と暮らしを守る取組

みについて啓発していきます。また、災害時

に特に支援を要する人たちへの支援が適切

に行き渡るよう、地域、障害福祉関係団体等

への啓発を行います。 

 防犯体制の整備 

（生活環境課） 

地域での支え合い体制（「声かけ運

動」）など、行政、住民、警察、消防

などが連携を強化し、犯罪被害を未

然に防止するための情報提供など、

犯罪を発生させない環境づくりに努

めます。 

障害者の消費者被害防止の啓発、また被害が起こった時の相談、

業者へのあっ旋。 

防犯灯設置の促進。 

障害者への相談体制の充実を図る 障害者の消費者被害防止の啓発、また被害

が起こった時の相談、業者へのあっ旋。 

防犯灯設置の促進。 

 防災情報ＦＡＸなど防

災情報提供の充実 

（防災課） 

聴覚障害のある人で、市が行う防

災無線の放送が聞き取りにくい人に

対して、災害時またはその恐れがあ

るときにその放送内容をＦＡＸ、電

子メールで伝達する制度のさらなる

充実を図ります。また、防災情報を携

帯電話へ配信する、とよおか防災ネ

ット（携帯メール）への登録を勧奨し

ます。 

・聴覚障害のある人で、市が行う防災行政無線の放送が聞き取り

にくい人に対して、災害時またはその恐れがあるときにその放送

内容をファックスで伝達する取組みを継続して行っている。 

・気象等に関する警戒情報や避難勧告等の発令・避難所情報など

防災行政無線での放送内容と同様の情報を配信する「とよおか防

災ネット（登録型の携帯メール）」への登録勧奨を市広報等を活用

して行っている。 

・高年介護課と連携して、認知症の行方不明者が発生した場合、

顔写真等の情報を、とよおか防災ネットのメールで提供する体制

を構築している。 

災害時に対策本部の業務が増大したため、防

災行政無線で放送を行ったにも関わらず、他の

媒体（ファックス、メール）で情報伝達ができ

なかったことがあった。 

・引き続き聴覚障害のある人で、市が行う

防災無線の放送が聞き取りにくい人に対し

て、災害時又はその恐れがある時にその放

送内容をファックス・電子メールで伝達す

る制度のさらなる充実を図る。 

・防災情報を携帯電話へ配信する、とよお

か防災ネット（携帯メール）への登録を勧奨

する。 

 防災情報ＦＡＸなど防

災情報提供の充実 

（社会福祉課） 

 防災ＦＡＸ・メールについては、定期的に登録者の加除修正を

行い、実際の情報提供についても、秋に発生した大型台風の接近

時に際して、進路情報や避難情報等の防災無線で放送される情報

を、登録者に向けて随時情報提供を行った。 

 現状は防災無線の内容を簡潔にまとめて情

報提供しているが、受信者にとって過不足なく

伝わっているか、必要な情報が得られている

か、よりよい方法がないか、定期的なニーズの

把握が必要である。 

・災害時、聴覚障害者に対し、ＦＡＸ・電子

メール等において緊急情報等を迅速かつ正

確に伝えていくため、防災担当課・避難所担

当課と密接な連携をとる体制整備。 

・防災ＦＡＸの登録者の拡大について検討

する。 

・豊岡防災ネット（携帯メール）への登録の

勧奨を行う。 

 災害時、緊急時の対応の

検討 

（社会福祉課） 

災害時、緊急時の障害の特性によ

る対応方法の研修、周知について、今

後、避難所での対応を含め、関係機関

と連携し、検討します。 

 また、避難所への手話通訳者など

  障害の特性に合った災害時の対応について

研修や避難所での対応方法の検討を進めてい

く必要がある。 

災害時、緊急時の対応ができるよう、手話

通訳者の派遣体制について検討する。 
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の派遣体制を検討します。 

 福祉避難場所の充実 

（社会福祉課） 

医療的ケアが必要な人などが、災

害時、緊急時に安心して避難できる

福祉避難場所を設置しています。 

 今後、適切な設備のある施設の指

定を進めるとともに、運用方法など

の検討を進めます。 

・防災訓練にて福祉避難所設置にかかる留意点の確認。 

・運用方法については、関係課で協議を行い、ある一定の方向性

を示した。 

福祉避難所として 34 施設指定していますが、

収容能力が限られている。運用方法について検

討を進めていく必要がある。 

・万が一の災害に備え、福祉避難所開設の

迅速な対応がとれるよう、施設長会議を

はじめ、各施設との連携を図る。 

 福祉避難場所の充実 

（防災課） 

 福祉避難所として協力いただける１施設と新たに協定を締結

した。 

 ８月 27 日（日）の風水害を想定した市民総参加訓練に合わせ

て、福祉施設など 23 施設で訓練が行われた。災害時要援護者の

安否確認訓練や、搬送訓練等を行った区・町内会もある。 

 福祉避難所との協定に基づき、非常用の物資として、賞味期限

が近いアルファ化米を更新した。 

 定例会等を活用し、ケアマネージャーや福祉関係者と福祉避難

所の位置づけや、災害時の福祉避難所への避難についての考えを

共有する取組みを進めている。 

災害時の福祉避難所の開設手順の確認、福祉

避難所開設訓練等が実施できていない。 

引き続き福祉避難所として協力いただけ

る機関、施設との協定締結を進めます。 

 また、ケアマネージャーなどの福祉関係

者と情報共有を行う場を定期的に設ける。 

 地域支援体制の充実 

≪拡充≫ 

（防災課） 

災害時には、行政などの支援とと

もに、隣近所による協力、助け合いが

必要です。市が新たに作成し全世帯

に配布した「行政区別防災マップ」を

活用した市民総参加訓練における要

援護者避難訓練や地区ごとの避難支

援マニュアルの作成、防災訓練の実

施等を支援します。 

 地区における支援体制づくりの取

り組み状況についても継続的に把握

し、地域防災力の充実、強化に努めま

す。 

自主防災組織に対する出前講座や実態調査、防災ワークショッ

プなどの継続した取組みを通じ、災害時要援護者の避難支援体制

の構築を進めた。 

 災害時要援護者の個別支援計画策定を促進するとともに、支援

者の心理的負担の軽減を目途に、支援者に加入いただくボランテ

ィア保険の保険料を公費負担する取り組みを行った。 

 ・103 区（町内会）が個別支援計画を策定（策定率 28.7％） 

  ※台帳に避難行動要援護者の登録がある区（町内会）の個別

支援計画策定率は 33.3％（77/231） 

 ・765 人の支援者がボランティア保険に加入 

台帳に避難行動要援護者の登録がある区（町

内会）の個別支援計画策定率が33.3％に留まっ

ている。 

引き続き自主防災組織に対する出前講座

や防災ワークショップなどを行う。 

 自主防災組織実態調査についても毎年実

施し、地域での支援体制の把握に努め、優良

事例、奏功事例等を積極的に紹介する。 

 また、引き続き災害時要援護者の支援者

に加入いただくボランティア保険の保険料

を公費で負担する取組みにより、個別支援

計画策定率の向上を図る。 

 地域支援体制の充実 

≪拡充≫ 

（社会福祉課） 

 ・災害時要援護者名簿                                                                         

内容を最新とするため、名簿情報更新し（８月実施済み、３月

予定）情報提供を行った。 

 ・災害時要援護者名簿                                                                          

内容を最新とするため、名簿情報を年２

回（８月、２月）更新する。                                                                                            

 


